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要旨

本研究の目的は、科学技術分野の文部科学大臣表彰等の受賞研究の現状を明らかにし、研

究者のコミュニケーションと研究成果とのつながりを分析することである。アンケート調査の結果では、

まず、受賞研究のアイデアを出すために「これまでの自分の研究」を情報源として、大学院のトレー

ニングが役に立ったとみなす回答者が多かった。次に、大学の理学工学領域において、研究者と

チームに所属しない研究者とのコミュニケーション（以下「ノンチーム対面コミュニケーション」）回数

は、研究成果と相関があった。特に、研究代表者のノンチーム対面コミュニケーション回数が多い

場合、外国語論文数が多い比率は高かった。また、研究代表者のノンチーム対面コミュニケーショ

ン回数が多い場合、研究成果（論文等）が実用化につながった比率は高かった。
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ARSTRACT

Thepurposeofthisstudyistoarticulatethecharacteristicsofprize－WinnlngreSearCh

thathasreceivedawards丘omgovernmentalagenciesfbrscienceandtechnology，lnCludingthe

MEXTprize，andthenanalyzetherelationshipsbetweenresearchers，communicationsandtheir

research outcomes・The survey丘ndings suggest that theinfbrmation sources ofideas fbr

prlZe－Winnlng reSearChrelate to researchers，previous prqjects andthat their graduate school
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1．調査の目的

本研究の目的は、科学技術分野の文部科学大臣表彰等の受賞研究の現状を明らかにし、

研究者のコミュニケーションと研究成果とのつながりを分析することである。

2．調査の方法

「科学技術庁長官賞」（2000年の科学技術功労者、研究功績者）、「文部科学大臣賞」（2001

～2004年の科学技術功労者、研究功績者）、「科学技術分野の文部科学大臣表彰」（2005

～2009年の開発部門、研究部門、若手科学者賞）の受賞者や「ナイスステップな研究者」

（2005～2009年の研究部門、プロジェクト部門等）の被選定者を調査対象者とした。2010

年3月に調査対象者の中で533名の有効回答（回収率55．6％）を得ることができた。

3．調査結果

今回の調査において、以下のような調査結果を明らかにした。

（受賞研究の特徴）

（1）受賞研究のアイデアは「これまでの自分の研究」を情報源とした回答者が多かった。

（2）受賞研究のアイデアを出すために大学院（修士課程・博士課程）のトレーニングが役

に立ったと答えた回答者（修士卒・博士卒対象者）は多かった。

（3）研究チームにおける研究支援者（技師）の平均人数や同一組織の研究分担者の平均総

数は、公的研究機関や民間と比べて、大学の研究チームでは少なかった。

（コミュニケーションと研究成果）

大学の理学工学領域において研究者（特に研究代表者）の対面コミュニケーション回数

（対面によるディスカッション回数）と研究成果（外国語論文数と実用化の有無）の間に

は一定の相関があることを検証できた。

（1）チームに所属していない研究者との対面コミュニケーション（以下「ノンチーム対面

コミュニケーション」と記載）回数が多い場合、研究チームの外国語論文数は多かった。

（2）ノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合、研究成果（論文等）が実用化に

つながった比率は大きかった。

（3）チームにおける対面コミュニケーション（以下「チーム対面コミュニケーション」）

回数が多い場合、ノンチーム対面コミュニケーション回数も多かった。
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3・1受賞研究の特徴

（1）受賞研究のアイデアの情報源

受賞研究の特徴を分析するために、回答者533名のアイデアの情報源について質問を行

った。最も回答が多かったのは「これまでの自分の研究」であった。「これまでの自分の研

究」とは、大学・大学院時代から受賞研究に至るまでの研究をさす。「これまでの自分の研

究」と回答した人は、「とても有効だった」と「ある程度有効だった」と合わせて94．7％と

なった。次に回答が多かったのは「研究チーム内の研究者による意見や情報」（83．7％）で

あり、研究チームの研究者による意見や情報に基づいて研究のアイデアを得ていた。第3

番目に多かったのは「学術論文や図書」で79．7％となった。

（2）受賞研究のアイデアとトレーニング

受賞研究のアイデアを出すために大学院（修士課程・博士課程）時代のトレーニングが

役に立ったと答えた回答者（修士卒・博士卒対象者）は多かった。

双方向のコミュニケーション（ディスカッション）は小人数あるいはクラス全体の中で

話し合いや議論を行うこととみなした。小中高校・大学・大学院におけるトレーニングの

中で双方向のコミュニケーションの機会が多かったのは大学院時代であった。

小学校（N＝522）

中学校（N＝523）

高校・高専（N＝518）

大学・短大（N＝518）

修士課程くN＝重量8）

博士課程（N＝363）

0％　　　　20％　　　　40％　　　　60％　　　　80％

訟頻繁に受けた　く週に数回）　　　　表時々受けた（月に数回）

助たまに受けた（年に数回）　　　　謬ほとんど受けなかった

E．わからない

図1双方向のコミュニケーション（ディスカッション）
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（3）研究チームの特徴

「研究チーム」とは、受賞研究を実施したグループであり、研究代表者、同一組織や他

組織の研究分担者、研究室の研究支援者がいる。大学、公的研究機関、民間別にみると、「大

学の研究チーム」の平均人数は、公的研究機関や民間と比べて、研究支援者（技師）が少

なく、同一組織の研究分担者の総数が少なかった。次に、「公的研究機関の研究チーム」の

平均人数は、大学や民間と比べて、研究支援者（事務）が多く、他組織の研究分担者総数

が多かった。さらに、「民間の研究チーム」の平均人数は、大学と公的研究機関と比べ、研

究支援者（技師）が多く、同一組織の研究分担者総数が多かった。

3・2　コミュニケーションと研究成果

調査票において、コミュニケーションとは「研究チームの研究者や他の研究者との意見

交換、情報交換、ディスカッション」であると示し、回答者のコミュニケーション回数と

して、対面によるディスカッション回数、メールによるディスカッション回数、電話によ

るディスカッション回数を想定した。分割表の分析において必要な人数を確保できるため

「大学の理学・工学領域の研究者」の中で研究代表者（139名）を主な分析対象とした。

（1）コミュニケーションと外国語論文数

コミュニケーションと研究成果を分析した結果、ノンチーム対面コミュニケーション回

数と外国語論文数の間に正の相関があった。「ノンチーム対面コミュニケーション」とは、

研究チームでない研究者とのコミュニケーションをいい、その具体例として、学会や研究

会等で研究チームでない研究者とのディスカッションをあげることができる。研究代表者

のノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合、研究チームにおける外国語論文数

が多かった。特に、外国語論文数が28～500本となった比率は高かった。
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ノンチーム過4～月1回（N＝44）

ノンチーム年10～0回（N＝86）

0％　　　　　　50％　　　　　100％

図28～500本　　　　薗0～27本

図2　大学の理学工学領域の研究代表者における

ノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論文数

（130名）

（2）コミュニケーションと実用化

研究代表者のノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合、研究成果（論文等）

が実用化につながった比率は大きかった。

ノンチーム遇4～月1回（N＝43）

ノンチーム年10′～0回（N＝84）

0％　　　　　　　50％　　　　　　100％

国実用化有　　に実用化目指す　　　図実用化無

図3　大学の理学工学領域の研究代表者における

ノンチーム対面コミュニケーション回数と実用化

（127名）
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（3）チームとノンチームのコミュニケーション

チーム対面コミュニケーション回数が多い場合、ノンチーム対面コミュニケーション回

数が多かった。同様に、ノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合、チーム対面

コミュニケーションも多かった。
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第1章　調査の目的及び方法

本研究は、受賞研究の現状を明らかにし、コミュニケーションと科学技術の研究成果と

のつながりを分析することを目指す。

日本の科学技術の発展のために、創造性豊かで国際的なリーダーシップを発揮できる優

れた研究者を育成する必要が高まっている。中でも、研究者がどのようにして科学技術の

研究成果を作り出すのかという課題があり、実態の解明が必要である。その一方、コミュ

ニケーションの視点より、科学技術の研究成果について分析を行った研究は必ずしも多い

とはいえない。

本章では、まず、科学技術コミュニケーションと人材育成、国際級人材、科学技術の研

究成果、前回調査に関する先行研究の課題を分析する。次に、本調査研究の目的を示す。

さらに、調査対象者の抽出方法やプロセス等の調査方法を明らかにする。

1．先行研究

（1）科学技術コミュニケーションと人材育成

まず、研究者のコミュニケーションと研究成果との関連性を理解するために、科学技術

コミュニケーションと人材育成の課題を示す。「科学技術コミュニケーション」とは、科学

者、市民、政策立案者らの間で科学技術の研究や問題について双方向のコミュニケーショ

ンを行うことを意味する（0瓜ceofScienceandTbchnologyandtheWellcomeTrust，

2000）。その中で「科学技術」と「コミュニケーション」の問題に分類して考えることがで

きる。まず、コミュニケーションの観点から、コミュニケーション能力がどのように科学

技術人材の問題と関連しているのかを示す。コミュニケーションは言語等に基づいた意味

や情報の相互作用である1。コミュニケーション能力には、「対話能力」や「筆記能力」を含

む。対話能力は、意味と感情の相互作用に基づいている。筆記能力は、一貫した論理性と

意味の構成に基づく。コミュニケーション能力は科学技術の基礎研究、応用研究、開発研

究の発展において必要なスキルであるといえる。

このようなコミュニケーション能力について、近年の日本の大学・大学院では、研究者

のためのトレーニングが必ずしも十分でない可能性がある。たとえば、日本の大学・大学

院は、科学者にとって必要なコミュニケーション能力を伸ばすトレーニングのカリキュラ

ムを必ずしも十分に設置しているわけではない。大学院生は、主に個人の活動としてコミ

ュニケーション能力を身につける人が多いことが示唆されている（文部科学省科学技術政

策研究所・日本総合研究所，2005）。一方、欧米のトップクラスの研究者（文部科学省科学

1今回の調査では、受賞研究のコミュニケーションは「研究チームの研究者や他の研究者との意見交換、情報交換、デ

ィスカッション」であると示し、調査票において、対面の話し合いの回数、メール回数、電話回数を想定した。
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技術政策研究所，2009a）は「コミュニケーションの機会喪失が、日本の研究者が科学研究

の中の大発見を探究することを妨げている」（p．67）と述べている。もちろん、このような

指摘は、特別研究員に対するアンケート調査や少数の研究者の意見に基づいた結果であり、

研究者が研究成果を導き出すプロセスを実際に分析しているわけではない。それでは、科

学技術の研究成果を促すために、どのようなコミュニケーションが必要なのだろうか。

この課題を理解するために、「科学技術」の観点より、人材育成の問題、特に「国際級人

材」の先行研究を示す。科学技術政策研究所の報告書において「国際級人材」は「国際的

に極めて卓越した研究者」と示している（松室・今井，2003）。アンケート調査が示した国

際級人材の必要条件は、以下のような図式としてまとめることができるだろう。

小・中学校

基礎学力・一般知識を習得する

高校・大学学部

幅広い教養・知識（一般的教養や理系の幅広い知識）を身に付ける

大学院修士課程

高度の専門知識を身に付ける

異分野・周辺領域の知識を学ぶ

大学院博士課程

異分野・周辺領域の知識を学ぶ

経験を通して研究者としての方法論を身に付ける

特別研究員

経験を通して研究者としての方法論を身に付ける

図1・1国際級人材のトレーニング過程（松室・今井，2003に基づき作成）

ここで注意したいのは、大学院において講義だけではなく双方向のコミュニケーション

（議論や対話を重視した演習・実験・レポート）を学んだことである。すなわち、研究者

育成において、双方向のコミュニケーションのトレーニングを行った可能性が高いのであ

る。双方向のコミュニケーション能力は、異分野の研究者と意見交換を行い、研究のチー

ムワークを成立させるうえで極めて重要であると考察できる。現代の科学技術において、

個人研究だけでなくチームワークによる学際研究が少なからず増えている。日米の特定の

研究組織を比較した結果（文部科学省科学技術政策研究所，2009b）、米国では、小規模の研

究グループが専門の枠を超えた研究者間の研究プロジェクトを促進し、学際的な新領域を

創出していた。研究チームや組織運営のあり方は、日米で異なるかもしれないが、研究者

のチームワークが重要であることに変わりはない。実際、行政府の「科学技術・学術審議

会人材委員会」（2009）は、科学技術の発展にとって研究者の「チーム」や共同研究が必要
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であると提言している。最近の研究（長岡ら，2010）によると、被引用度件数の多い論文の

場合、通常の被引用件数の論文よりも、研究チームの多様性（出身国、専門分野、部門【大

学・民間等］）を示す比率が高かった。特に、注意すべき事項は、被引用度件数の多い論文

を算出する研究者は、高くかつ柔軟な目標設定を持つという特徴があり、研究者コミュニ

ティに「新しい研究課題の提示」を行うような成果を出すことが多かった。このような目

標設定を実際の研究成果に結びつけるプロセスで重要になるのが、多様な人材を組み合わ

せた研究チームのコミュニケーションであるといえるだろう。

（2）科学技術の研究成果

これまでの先行研究において、コミュニケーションの機会は、科学技術の研究成果を促

す重要な関連要因となると示されている。特に、科学の発見や問題解決の可能性は、研究

者のコミュニケーションに関連があると示唆されている。米国の研究者（Hage and

Hollingswoth，2000；Hollingswoth，2006）の仮説によると、基礎研究・応用研究・開発研

究等の研究領域内や、研究領域の間において専門家が十分な回数と質のあるコミュニケー

ションを行ったときに、新しい考えが生じ、科学の発明・発見が生じる可能性が高いと論

じている。もちろん、このほかの要因として、マネジメント、研究者の人材等の要因を考

察できるが、コミュニケーションの機会が科学の発見の重要な要因となる可能性がある。

コミュニケーションのような関連性の指標は、共同研究などにおけるコミュニケーション

回数や研究者同士のつながりを示し、「研究領域内や研究領域間において研究者個人、研究

グループ、研究機関との相互作用の集中度と回数によって測定される」（Hageand

Hollingswoth，2000，pP．984－5）という。たとえば、コミュニケーションのような関連性の

指標として「グループ間における研究者の移動」「共同研究」「共著」「マネジメントや資金

上のつながり」「研究者個人のつながり」を示唆する研究もある（HageandHollingswoth，

2000参照）。だが、必ずしも、実際の定量データや指標が明示されているわけではない。同

様に、先行研究では、研究領域を専門分野の多様性として関連づけているが、明確な定義

や具体的な指標を示しているわけではない。ただし、欧米の科学者へのインタビューによ

れば、生命科学における主な発見数の多さは、専攻や研究分野の多様性がある程度保たれ

た状態で、コミュニケーションや共同研究が活発な場合が多いと示している。

このような研究は、コミュニケーションと科学技術の研究成果との関連について重要な

示唆を与える。その一方で、一部の研究（たとえば、長岡ら，2010）を除いて、1）科学技

術の発明・発見と研究成果の関連について定量分析が必ずしも十分に実施されていないこ

と、2）日本におけるコミュニケーションと研究成果との関連について分析が少ないこと、

3）研究者のコミュニケーションを示す指標が必ずしも明確でないこと、という課題が残

っている。そのため、本研究では、文部科学大臣表彰受賞者らの「受賞研究」を対象にし

て、コミュニケーション回数と研究成果の関連についての定量分析を行うことを目指す。
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（3）前回調査のまとめ

科学技術政策研究所は、1994年に科学技術庁長官賞受賞者を対象とした受賞研究の報告

書「優れた研究者が備える条件と研究活動の特性」を発表した。本報告書では、この調査

研究を「前回調査」と表記し、その研究成果をまとめる。前回調査では、1992年に回答者

（昭和57年度～平成3年度受賞者）の577名や受賞機関（3回以上受賞した機関）の60

機関に対してアンケート調査を実施した。また、ヒアリング調査も受賞者8名に対して行

った。科学技術庁長官賞（科学技術功労者表彰、研究功績者表彰）受賞者の特徴は以下の

ようにまとめることができる。

表1－1科学技術庁長官賞受賞者の特徴

科学技術庁長官賞 本表彰制度 は、昭和 34 年度に創設 された制度である。すでに実用化

科学技術功労者 の域に達 して、約 3 年 ぐらいの安定的な実績 を有す る画期的な発明 ・

研究 を行った者。

科学技術庁長官賞 本表彰制度 は、昭和 50 年度に創設 された制度である。科学技術に関

研究功績者 す る優れ た研 究成果 を挙 げた研究者 （社会 ・経済上の貢献の可能性

あ り ：未実用化）。

前回調査の研究（西本・武藤・塚本，1994）において、受賞研究は研究費が1億円未満の

研究が半分ほどで、研究者数が5人以下の研究が60％近くに達していた。研究マネジメン

トは、研究効率やチームワークを重視する一方で、基礎研究の展開に向けて研究者の個性

や自由を尊重し、両者を調和させることを目指していた。また、受賞者は自分の研究や実

験中に研究テーマのヒントを思いっいた比率が大きく（59．9％）、同じ研究機関内での発想

の比率（70．5％）が高かった。さらに、基礎から開始した小規模な研究（1億円未満、5人

以下）は、国公立研究機関に多く、自由な環境の中でオリジナルな発想に基づく成果が多

かった。異分野の違った目的の研究が基盤となって成果が生まれたケースも少なくなかっ

た。

このような先行研究に基づき、「受賞研究の研究成果にとって有効なコミュニケーション

はどのような特徴をもつのだろうか」という課題を示すことができる。特に、受賞研究の

前提条件として、大学・大学院のトレーニングに基づいて、研究チームのもとで研究を実

施し、研究成果を発表したと考えることができる（松室・今井，2003や長岡ら，2010を参

照）。このようなプロセスにおいて、受賞研究の研究者はいかにして科学技術の研究成果（論

文や実用化）を導き出したのだろうか。
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2．雨査の目的

本研究の目的は、受賞研究の現状を明らかにし、受賞研究者のコミュニケーションと科学技術の

研究成果とのつながりを分析することである。本研究では、研究者だけでなく「研究チーム」を

分析対象として、コミュニケーションや研究成果について調査を実施した。コミュニケー

ションの指標として、研究チームにおける対面コミュニケーション回数（対面の話し合い

回数）、研究チームでない研究者との対面コミュニケーション回数、研究代表者の研究分担

者への助言回数等についてデータを収集した。研究成果に関連する指標として、論文数、

特許出願件数、実用化の有無等について質問を設けた。

第2章では、回答者の属性や受賞研究の特徴をまとめた「受賞研究の基本情報」や、研

究者のアイデアや研究チーム等の「受賞研究の分析」を示す。なお、本報告書では、前回

調査の内容と区別するために、今回実施した調査のことを「今回調査」として表記する。

また、前回調査と比較するために、若手研究者やナイスステップな研究者を取り除いた「調

整版」を作成し、必要に応じて示した。

第3章では、コミュニケーションと研究成果の関連についての分析結果を示す。まず、

文部科学大臣表彰等の受賞者533名において、科研費の専門分野分類について分析を行っ

た。次に、分割表の分析を行うために必要な人数が十分にある大学の理学工学領域を分析

対象とした。さらに、コミュニケーションと研究成果の分析として、主に研究代表者にお

ける分析結果を示した。

第4章では、上記の調査結果の要点をまとめる。受賞研究の特徴として、アイデアの情

報源と大学院時代のトレーニングの重要性を示すことができた。また、大学の理学工学領

域におけるコミュニケーションと研究成果について分析結果を示した。

3．調査方法

（1）調査対象者の抽出方法

「科学技術庁長官賞」「文部科学大臣賞」「科学技術分野の文部科学大臣表彰」「ナイスス

テップな研究者」の受賞者（被選定者）を対象とした2。前回調査では科学技術庁長官賞受

賞者（10年分）を対象としていたため、同じ期間の受賞者を対象とした。一方で、その期

間に「科学技術庁長官賞」から「文部科学大臣賞」さらに「科学技術分野の文部科学大臣

表彰」へと名称が変化し、受賞対象者も科学技術功労者や研究功績者から開発部門・研究

部門・若手科学者賞に変わった。さらに、「ナイスステップな研究者」という制度も加わっ

た。科学技術分野の表彰制度の特徴をまとめると、以下のようになる。

2ナイスステップな研究者（以下、必要に応じて「NP」と表記）は、賞・表彰ではなく、研究者として選定されるため、
「被選定者」という言葉を用いているが、以下の説明において文部科学大臣表彰とともに「受賞者」という用語で統一

して表記する。

5



表1・2　科学技術分野の国家表彰制度

文部科学大臣賞 科学技術庁長官賞 の 「科学技術功労者」に相 当す る。特徴 は、前 の表

科学技術功労者 を参照。

文部科学大臣賞 科学技術庁長官賞 の 「研究功績者」 に相 当す る。特徴は、前の表 を参

研 究功績者 照。

文部科学大臣表 我が国の社会経済、国民生活 の発展 向上等 に寄与す る画期的な研究開

彰開発部門 発若 しくは発明であって、現に利活用 されているものを行った個人若

しくはグループ又はこれ らの者 を育成 した個人

文部科学大臣表 我が国の科学技術 の発展等に寄与す る可能性 の高い独創 的な研究又は

彰研究部門 開発 を行った個人又は研究グループ

若手科学者賞 萌芽的な研 究、独創的視点に立った研究等、高度 な研究開発能力を示

す顕著な研究業績 を挙げた【40 歳未満の］若手研究者個人。

N P 研究部門 科学技術政策研究所 の専門家ネ ッ トワークや調査研究活動の意見を参

考 に、科学技術分野において顕著 な研究業績 をあげた方 の中で、特に

科学技術政策上注 目すべき方 々。

N P プロジェク 科学技術政策研究所 の専門家ネ ッ トワー クや調査研究活動の意見を参

ト部門等 考に、科学技術分野のプロジェク ト等について顕著 な業績 をあげた方

の中で、特に科学技術政策上注 目すべき方 々。

受賞者における分類において、平成12～16年の前期と、平成17～21年の後期に分類す

ることができる。それぞれの対象者をまとめると、以下のような表になる。

表1・3　前期（2000～2004年）

名称 科学技術庁長官賞

年 科学技術功労者 研究功績者

H 12 （2 0 0 0） 2 7 名 4 5 名

名称 文部科学大臣賞

年 科学技術功労者 研究功績者

H 1 3 （2 0 0 1） 2 3 名 36 名

H 1 4 （2 0 0 2） 2 0 名 3 8 名

H 1 5 （2 0 0 3） 18 名 3 9 名

H 1 6 （2 0 0 4） i 5 名 3 5 名

前期総数 10 3 名 19 3 名
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表1・4　後期（2005～2009年）

名称

牛

科学技術分野の文部科学大臣表彰 ナイスステ ップな研究者

開発部門 研 究部門 若手科

学者賞

研究部門 ‾ プ ロジ ェ ク

ト部門等

H 1 7 （2 0 0 5） 19 組 （5 1 名） 3 1 組 （54 名） 6 3 名 2 名 （6 名） 2 名 （3 名）

H 18 （2 0 06）

H 19 （2 0 0 7）

17 組 （4 3 名） 4 4 組 （8 5 名） 6 9 名 5 名 （5 名）． 4 名 （4 名）

27 組 （6 1 名） 4 2 組 （76 名） 6 9 名 3 名 （3 名） 5 名 （5 名）

H 20 （2 0 0 8） 2 7 組 （5 8 名） 4 2 組 （8 7 名） 7 2 名 1 名 （6 名）

5 名 （3 名）

4 名 （4 名）

H 2 1 （2 0 0 9） 3 2 組 （9 3 名） 4 7 組 （8 6 名） 8 1 名 2 名 （3 名）

後期総数 122 組 （3 0 6 名） 2 06 組 （3 8 8 名） 3 5 4 名 16 名 （2 3 名） 17 名 （19 名）

前期においては2000年の科学技術庁長官賞受賞者（科学技術功労者27名、研究功績者

45名）、2001～2004年の文部科学大臣賞受賞者（科学技術功労者76名、研究功績者148

名）を研究対象者とする。後期については、2005～2009年の文部科学大臣表彰の受賞者に

おいて「筆頭で表彰され、研究に最も貢献したとみなされた研究者」（開発部門122名、

研究部門206名、若手科学者賞354名）及び2005～2009年のナイスステップな研究者（研

究部門16名、プロジェクト部門等17名）を調査対象者とする。

なお、後期の文部科学大臣表彰の開発部門と研究部門では、研究者個人だけではなく研

究チームに対しても表彰を行っている。そのため、研究チーム内で最も研究に貢献したと

みなされる筆頭の受賞者を調査対象者として抽出することにした。その主な理由は、2004

年以前の文部科学大臣表彰では研究チームではなく研究代表者（あるいは研究者）個人の

剃こ表彰を行っていたこと、受賞研究の研究成果を分析するために研究に最も貢献した研

究者を主な調査対象としたこと、をあげることができる。研究者個人をサンプルとして集

めることによって、分析の一貫性を高めることを目指したのである。また、ナイスステッ

プな研究者が文部科学大臣表彰者との重複受賞となった場合がある。そのため、上記の表

では、括弧においてナイスステップな研究者の総数を記し、項目に重複受賞者を除いた総

数を示した。このように抽出した前期と後期の調査対象者をあわせると、総数1011名にな

った。

（2）調査のプロセス

①質問票の作成

調査を実施する前に、科学技術分野の文部科学大臣表彰者3名（開発部門、研究部門、

若手科学者賞の各1名）、調査研究の専門家5名を対象にインタビューによる予備調査を実

施し、質問票案についてコメントを求めた。予備調査の目的は、インタビューによって研
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究者や専門家の考え方を反映した設問作りを行うことである。このインタビューの結果を

ふまえ、研究者のコミュニケーション行為だけでなく、受賞研究のための情報収集（知識）

や意見交換（行為）についての設問を作った。また、基本情報の項目を作り、回答者が回

答しやすいように設問の順番を変えた。質問票案では、前回調査の設問を用いていたが、

研究者や専門家のコメントを受けて必要な設問だけを用いるようにした。さらに、設問の

フォーマットや説明内容について修正や改善を行った。

結果として、主な質問項目は、「受賞研究の基本情報」「研究者の交流」「研究運営」「コ

ミュニケーション」「アイデアや研究手法」「トレーニング」「受賞者の属性」となった（参

考資料2）。また、定量分析では測定できない内容については、自由回答の質問票を作成し

て補うようにした。

②調査期間

調査期間は2010年3月9日～3月29日の20日間である。2010年3月8日（月）に調

査依頼状及び調査資料を発送した。インターネットにおける調査票回答の最終締切日は3

月29日となった。

③　回収及び分析方法

調査票の記入については、対象者がIDとパスワードを用いてインターネット上で直接入

力する方法を用いた。その際、調査会社のウェブサイトに設置された調査票を用いてデー

タの収集を行った。受賞者（総数1011名）の中で、勤め先や住所に連絡が可能な対象者

958名に対して質問票を送付した。その結果、533名の有効回答となった。全体の有効回収

率は、55．6％であった。

分析については、質問票のデータや主な関連要因を抽出し、コミュニケーションと研究

成果について詳細な分析を行った。
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第2章　調査結果

1．受賞研究の基本情報

（1）回答者の属性

①表彰種別分類

調査対象者は、科学技術分野における国家表彰制度等の受賞者である。以下では、有効

回答を示した調査対象者を「回答者」という名称で用いる。

有効回答者533名の中で、表彰種別の回答者人数は、科学技術分野の文部科学大臣表彰

における開発部門（78名）、研究部門（103名）、若手科学者賞（201名）、科学技術庁

長官賞や文部科学大臣賞における科学技術功労者（35名）、研究功績者（99名）、ナイス

ステップな研究者における研究部門（8名）、プロジェクト部門等（9名）となった。

表彰者種別の回答者人数の比率を示すと、以下のような図になった。各部門の受賞研究

者数は必ずしも多いわけではない。そのため、以下の分析では、受賞者の年齢分布を調べ

たうえで、受賞者総数を2種類にまとめて分析を行う。

■開発部門

表研究部門

出若手科学者賞

減科学技術功労者

国研究功績者

部NP研究者部門

誉NPプロジェクト部門

等

図1－2　表彰種別回答者（533名）
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②年齢分布

受賞時における回答者の年齢分布は以下のような図になった。今回調査における回答者

の年齢分布は、前回調査と比べ、40歳未満の若手研究者の比率が高いのが特徴である。若

手科学者賞は、2005年より開始したが、研究チームでなく研究者個人を対象としている。

今回調査において、開発部門や研究部門では研究チームの筆頭研究者を選んだため、若手

科学者賞の比率が増えてしまう結果になった。そのため、前回調査と今回調査を比べる場

合に、似た条件の回答者になるように、若手科学者賞及びナイスステップな研究者を除い

た「調整版」を作成した（第1章参照）。前回調査と今回調査では質問内容が異なる場合も

あるため、特定の質問項目において調整版を用い、比較分析を行う。なお、今回調査にお

いて、調整版と区別する際に、全数を示す「全体版」という名称を用いる。

300

250

200

回
宜

喜150
数

100

50

0

2 16　　　　　 207

1 5 5
14 6

1 1 110 6

4 3 49 4 7

●

1　 0　 0

．忠 臣 這
1 1 4

～30歳　31～40歳　41～50歳　51～60歳　61～70歳　71歳以上

国今回調査の受賞時（N＝533）　　　■今回調査の受賞時（調整版，Nニ315）

忽前回調査の受賞時（N＝577）

図1・3　受賞時の年齢
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③研究代表者

今回調査の全体版では、回答者における研究代表者の人数は533名中442名であり、研

究分担者は88名であった。

今回調査（N＝533）

今回調査（調整版，N＝315）

前回調査（N＝577）

臨代表者

④　最終学歴

l

′′も、・T箪結
こr‾・こせ

強 宗こ息 詳言 平 準

纏 鏑 終

j、、蓬軋黙瀾 ．単 ，畏－

0　　　　　　　　　　50

■分担者　　　　匿無回答

図1－4　研究代表者

回答者の最終学歴は以下のようになった。

表1・5　回答者の最終学歴（全体版・洞整版，単位：人・％）

最 終 学 歴
今 回 調 査

（N ＝5 3 3 ）

今 回 調 査

（調 整 版 ，

N ＝3 1 5 ）

前 回 調 査

（N ＝5 7 7 ）

中 学 ・高 校 ・短 大 等 卒 6 1 ．1 6 1 ．9 5 5 9 ．4

国 内 大 学 卒 6 3 1 1 ．8 5 6 1 7 ．8 3 2 9 5 7 ．0

国 内 大 学 院 修 士 卒 1 4 9 2 8 ．0 1 1 2 3 5 ．6 1 0 5 1 8 ．2

国 内 大 学 院 博 士 卒 2 9 2 5 4 ．8 1 2 5 3 9 ．7 7 6 1 3 ．2

海 外 大 学 修 士 卒 7 1 ．3 7 2 ．2 8 1 ．4

海 外 大 学 博 士 卒 1 6 3 ．0 9 2 ．9 4 0 ．7
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⑤研究機関（研究組織）

受賞研究の実施時に回答者が所属していた研究機関（研究組織）は、大学（257名）が最

も多く、次いで公的研究機関（137名）、民間（136名）となった。財団法人の該当者はほ

とんどいなかった。なお、本報告書では、研究機関と研究組織は、大学、公的研究機関、

民間のような研究部門の単位を意味し、同じ意味として用いる。

国大学

軸公的研究機開

園民間

殴財団法人

図1・5　回答者の研究機関（研究組織，533名）
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⑥職階

回答者533名の職階は、以下の表のようにまとめることができる。「研究開始時」には、

研究所研究員相当（127名）や助教（96名）が多いが、「受賞時」では、研究所主任相当（115

名）、教授（113名）、准教授（108名）が多く、アンケート実施時では、教授（147名）、

准教授（110名）が多かった。

表1・6　職階（全体版，533名，単位：人数・％）

職 階
研 究 開 始 時 受 賞 時 ア ン ケ ー ト 実 施 時

（N ＝5 3 3 ） （N ＝5 3 3 ） （N ＝5 3 3 ）

教 授 4 7 8 ．8 1 1 3 2 1 ．2 1 4 7 2 7 ．6

准 教 授 3 9 7 ．3 1 0 8 2 0 ．3

3 ．2

1 1 0 2 0 ．6

講 師 1 8 3 ．4 1 7 8 1 ．5

助 教 9 6 1 8 ．0 2 5 4 ．7 7

9

7

1 ．3

特 任 教 授 0 0 ．0 5 0 ．9 1 ．7

特 任 准 教 授 1 0 ．2 7 1 ．3 1 ．3

特 任 講 師 0 0 ．0 1 0 ．2 1 0 ．2

特 任 助 教 2 0 ．4 1 0 ．2 1 0 ．2

大 学 客 員 教 員 0 0 ．0 1 0 ．2 3 0 ．6

名 誉 教 授 0 0 ．0 1 0 ．2 7 1 ．3

研 究 所 所 長 5 0 ．9 1 8 3 ．4 1 2 2 ．3

研 究 所 主 任 相 当 7 7 1 4 ．4 1 1 5 2 1 ．6 6 6 1 2 ．4

研 究 所 研 究 員 相 当 1 2 7 2 3 ．8 2 6 4 ．9 1 2 2 ．3

理 事 0 0 ．0 7 1 ．3 1 2 2 ．3

社 長 1 0 ．2 1 0 ．2 6 1 ．1

部 長 7 1 ．3 3 6 6 ．8 3 3

1 5

6 ．2

課 長 2 0 3 ．8 1 7 3 ．2 2 ．8

そ の 他 9 3 1 7 ．4 3 4 6 ．4 7 7 1 4 ．4
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（2）受賞研究の特徴

①　研究分類

受賞研究を以下のような「基礎研究」「応用研究」「開発研究」に分類した。

基礎研究　仮説や理論あるいは新しい知識を得るために行われる理論的・実験的研究

応用研究　　基礎研究の成果を利用して、実用化の可能性を求める研究

開発研究　　基礎研究や応用研究の成果に基づいて、新しい材料、装置、製品等の導入

や改良を目指す研究

「受賞研究はどのような研究でしたか。［上記］の分類で当てはまるものを選んでください」

と尋ねた。その結果、今回調査の全体版や調整版は、前回調査と比べて、応用研究の比率

が下がり、開発研究の比率が上がった。

今回調査（N＝533）

今回調査（調整版，N＝315）

前回調査（N＝577）

駈基礎研究　　場応用研究　　遜開発研究　　Ⅲ無回答

図1－6　受賞研究の分類
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③研究期間

研究期間は、資金に基づき研究を開始した時より、受賞研究の主な成果（論文等）が発

表されるまでの期間である。前回調査、今回調査の全体版・調整版において、5～9年と答

えた回答者が最も多かった。前回調査と今回調査の全体版は、ほとんど似た比率であり、

研究期間の差はあまりないといえる。

0　　　　10　　　　20　　　　30　　　　40　　　　50

％

毘今回調査（N＝533）

国前回調査（N＝577）

輸今回調査（調整版，N＝315）

図1・7　研究期間
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④研究費

受賞研究に要した研究費は以下のような図となった。前回調査と今回調査の調整版にお

いて、研究費の比率は、全ての分類において近い数値であった。ただし、今回調査の全体

版において、前回調査と比べ、1億円未満の比率が高かった。

15億円以上

10一一15億円未満

5′し10億円未満

1～5億円未満

1億円未満

無回答

9
－
0
3

1
2
　
3

監 i ［
J 裟 く′‘

［

l

、圭

i
0・8　　　 ！

［

1．3
翳1・6　　　　 ；

0　　　　　　　　20

匿今回調査（N＝533）

陛前回調査（N＝577）

鰹今回調査（調整版，N＝315）

図1・8　研究費
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⑤　専門分野

研究者の専門分野として「最終学位取得時の専門領域の研究細目名」「受賞研究開始時に

おける専門領域の研究細目名」「受賞研究の論文発表や特許出願を行った分野の研究細目

名」「受賞研究において異分野の情報として活用した研究細目名」を尋ねた。各々の研究細

目名を研究分科名に分類し、「最終学位取得時研究分科名」「研究開始時研究分科名」「発表

時研究分科名」「異分野研究分科名」と表記した。以下では研究分科名を示す。

このような研究分科名は、科学研究費補助金の専門分野分類表（参考資料1）に基づい

て、回答者が選択したものである。「異分野研究分科名」については、重要度の順番をつけ

て3つを選択する方法をとった。以下の表で示す「異分野研究分科名」は、その中で最も

重要度が高かった研究分科名である。

それぞれの専門分野の結果をまとめると、「最終学位取得時研究分科名」の中で多かった

のは、電気電子工学（62名）、物理学（42名）、複合化学（40名）であった。また、「研究

開始時研究分科名」の中で多かったのは、電気電子工学（71名）、材料工学（44名）、複合

化学（42名）となった。

表1・7　研究分科名リスト（全体版，単位：人数・％）

最 終 学 位 取 得 時 研 究 分 科 名 （N ＝5 3 3 ） 研 究 開 始 時 研 究 分 科 名 （N ＝5 3 3 ）

電 気 電 子 工 学 6 2 1 1．6 電 気 電 子 工 学 7 1 1 3 ．3

物 理 学 4 2 7 ．9 材 料 工 学 4 4 8 ．3

複 合 化 学 4 0 7 ．5 複 合 化 学 4 2 7 ．9

7 ．1

5 ．8

機 械 工 学 3 6 6 ．8 物 理 学 3 8

材 料 工 学 36 6 ．8 応 用 物 理 学 ・工 学 基 礎 3 1

基 礎 化 学 33

3 0

6 ．2 機 械 工 学 3 1 5 ．8

応 用 物 理 学 ・工 学 基 礎 5 ．6 生 物 科 学 2 3 4 ．3

生 物 科 学 2 4 4 ．5 情 報 学 2 1 3 ．9

土 木 工 学 2 1 3 ．9 土 木 工 学 2 0 3 ．8

情 報 学 2 0 3 ．8 基 礎 化 学 19 3 ．6

農 芸 化 学 16 3 ．0 総 合 工 学 19 3 ．6

基 礎 医 学 16 3 ．0 材 料 化 学 18 3 ．4
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「発表時研究分科名」や「異分野研究分科名」の両者において最も多かったのは、「電気

電子工学」であった。

表1・8　研究分科名リスト（全体版，単位：人数・％）

発 表 時研 究 分 科 名 （N ＝5 2 9） 異 分 野 研 究 分 科 名 （N ±42 3 ）

電 気 電 子 工 学 7 2 1 3 ．6 電 気 電 子 工 学 3 8 9 ．0

材 料 工 学 4 4 8 ．3 応 用 物 理 学 ・工 学 基 礎 3 8 9 ．0

複 合 化 学 4 0 7．6 複 合 化 学 3 2 7 ．6

機 械 工 学 3 3 6 ．2 機 械 工 学 2 9 6 ．9

物 理 学 3 2 6 ．0 情 報 学 2 8 6 ．6

応 用 物 理 学 ・工 学 基 礎 2 8 5 ．3 物 理 学 2 8 6 ．6

材 料 化 学 2 5 4 ．7 生 物 科 学 2 8 6 ．6

生 物 科 学 2 5 4 ．7 材 料 化 学 2 7 6 ．4

情 報 学 2 4 4 ．5 材 料 工 学 2 2 5 ．2

土 木 工 学 19 3 ．6 基 礎 化 学 2 0 4 ．7

基 礎 化 学 17 3 ．2 基 礎 医学 14 3 ．3

基 礎 医 学 17 3 ．2 土 木 工 学 11 2 ．6

⑥特許出願件数・論文数

特許出願件数と論文数についてまとめる。まず、今回調査の全体版における特許出願件

数は、以下のような表になった。

表1・9　今回調査の特許出願件数（全体版，単位：人数・％）
件 数 総 数 （N ＝4 0 2 ） 国 内 （N ＝3 9 6 ） 海 外 （N ＝3 5 6 ）

0 ～ 1 0 3 2 4 8 0 ．6 3 4 1 8 6 ．1 3 2 8 9 2 ．1

1 1 ～ 2 0 3 4 8 t5 2 4 6 ．1 1 5 4 ．2

2 1 ～ 3 0 1 2 3 ．0 8 2 ．0 7 2 ．0

3 1 ～ 4 0 6

7

1 ．5

1 ．7

7 1 ．8 1 0 ．3

4 1 ～ 5 0 3 0 ．8 2 0 ．6

5 1 ～ 1 9 4 ．7 1 3 3 ．3 3 0 ．8
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次に、論文数として外国語論文（英語等の論文）の本数を分析した。今回調査の全体版

や調整版は、前回調査と同じように、無回答を含めて分類した。

表1・10　外国語論文数（全体版・調整版，単位：人数・％）

本 数 今 回 調 査 （N ＝5 3 3 ）
今 回 調 査 （調 整 版 ，

N ＝3 1 5 ）
前 回 調 査 （N ＝5 7 7 ）

0 ～ 1 0 2 5 8 4 8 ．4 1 7 2 5 4 ．6 3 7 4 6 4 ．8

1 1 ～ 2 0 1 1 0 2 0 ．6 4 9 1 5 ．6 4 2 7 ．3

3 ．1

1 ．0

2 1 ～ 3 0 3 1 5 ．8 1 4 4 ．4 1 8

3 1 ～ 4 0 3 6 6 ．8 1 7 5 ．4 6

4 1 ～ 5 0 2 8 5 ．3 1 3 4 ．1 4 0 ．7

5 1 ～ 6 2 1 1 ．6 4 3 1 3 ．7 1 2 2 ．1

無 回 答 8 1 ．5 7 2 ．2 1 2 1 2 1 ．0

⑦　実用化

「現在、受賞研究の成果は実用化されていますか」という問いに対して、「実用化された」

「実用化を目指した取り組みはあるが、まだ実用化されていない」「実用化を目指した取り

組みはない」という選択肢を示した。その中で「実用化された」と回答した方が、533名中

280名となった。
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聾実用化された

椅実用化を目指した取り租み
ほあるが、まだ実用化され
ていない

臨実用化を目指した取り組み
はない

監その他

図1－9　実用化の割合（533名）
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2．受賞研究の分析

（1）研究者のアイデア

①　アイデアの年齢層・場所

受賞研究のひらめきがあった年齢層は、30歳代が最も多く264名であり、次いで20歳

代は140名であった。

図1－10　アイデア・発想の年齢層（533名）

アイデアが浮かんだ場所は、職場が389名で最も多く、次いで自宅が64名となった。

認職場

寡自宅

囲学会

際その他

監無回答

図1－11アイデア・発想の場所（533名）
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②　アイデアの情報源

回答者533名に対して「受賞研究の主なアイデアにとって、どのような情報が有効でし

たか」と尋ねると、以下のような結果となった。

「これまでの自分の研究」と回答した人は、「とても有効だった」と「ある程度有効だっ

た」と合わせて94．7％に達した。「これまでの自分の研究」とは、大学・大学院から受賞研

究に至るまでの研究をさす。次に「研究チーム内の研究者による意見や情報」の比率は

83．7％であった。続いて、「学術論文や図書」の比率は79．7％となった。この結果、回答者

は、これまでの自分の研究や研究チームの研究者による意見や情報に基づいて研究のアイ

デアを得ていたといえるだろう。

これまでの自分の研究

研究チーム内の研究者による意見や情報

研究チームでない国内研究者の意見や情報

研究チームでない海外研究者の意見や情報

学術論文や図書

メディア情報

講演会や学会で入手した学術情報

0　　　　20　　　　40　　　　60　　　　80　　　100

％

駆とても有効だった　　　　延ある程度有効だった　　　匿あまり有効でなかった

拉全く有効ではなかった　　E無回答

図1・12a　アイデアの情報源（533名）
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このような回答は、他の質問においても同じような順番となった。まず、「受賞研究にお

いて、（…）役に立った情報源は何ですか」と尋ねたところ、以下のような結果になった。

「研究者による意見や情報（ディスカッションを含む）」という回答が「とても有効だった」

と「ある程度有効だった」と合わせて、94．2％となった。続いて、「学術論文と図書」は88．5％

となり、「講演会や学会で入手した学術情報」は70．4％となった。

研究者による意見や情報

学術論文や図書

メディア情報

講演会や学会で入手した学術情報

0　　　　20　　　　40　　　　60 80　　　100

％

駁とても有効だった　　　音ある程度有効だった　　画あまり有効でなかった

騒全く有効ではなかった　遺無回答

図1・12b　受賞研究の情報源（533名）
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次に、前回調査との比較を行うために「受賞成果に関する研究の核となる理論やコンセ

プトはどなたの発想ですか」（複数回答可）という質問を行ったところ、以下のような結果

となった。この回答も、「自分の発想」が最も多く、次いで「自分の発想に組織内の研究者

の発想を組み合わせた」となり、「自分の発想に他組織の研究者の発想を組み合わせた」と

なっている。

自分の発想

自分＋組織内研究者の発想

自分＋他組織の研究者の発想

他組織の研究者

部下の発想

t　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　l

「

4 ．9

5 ．4

3 ．6

0 ．6

3 ．8

4 ．5

［
i

l

l

0　　　　20　　　40　　　60

駆今回調査（N＝533）　　　　握今回調査く調整版，N＝315）

院前回調査（N＝577）

図1・12C　受賞研究の発想元（複数回答）
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③　コミュニケーション

研究者間のコミュニケーションの回数を分析する。質問票では、「コミュニケーション」

とは「研究チームの研究者や他の研究者との意見交換、情報交換、ディスカッション」で

あるという定義を示した。回答者のコミュニケーション回数として、対面、メール、電話

のディスカッション回数をそれぞれ想定した。「研究チーム」とは受賞研究を構成するグル

ープであり、研究代表者のほかに研究分担者や研究支援者が含まれている。

今回調査では、「研究チームの研究者」や「研究チームでない研究者」に対する受賞研究

のディスカッション回数や評価を尋ねた。ここでいう「研究チームでない研究者」とは、

研究チームに所属していない研究者をいう。研究チームに所属していない研究者の対面コ

ミュニケーションは「ノンチーム対面コミュニケーション」とする。ノンチーム対面コミ

ュニケーションの例は、学会や研究会において、研究チームでない研究者とディスカッシ

ョンを行った場合をさす。

質問票では、コミュニケーションを行う相手の研究者が複数いる場合には、およその総

数の平均を示すことを前提とした。「研究チーム内の研究者」「研究チームでない同一分野

の研究者」「研究チームでない異分野の研究者」という分類のもとで、コミュニケーション

の手段に応じて「対面によるディスカッション（会議やミイーテイング）」、「電話によるデ

ィスカッション（電話会議や個人間の話し合い）」、「メールによるディスカッション（連絡

や議論）」について質問を行った。なお、以下の表では、ノンチームの数値は、同一分野と

異分野の研究者数を足して総数を示した（以下の注を参照）。結果として、「研究チーム内

の研究者との対面によるディスカッション回数」の比率が最も大きかった。

表1・11コミュニケーションの回数（全体版，533名，単位：％）

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

週 1 ～ 4 月 1 ～ 3 年 2 ～ 1 0

年 1 回

ほ と ん ど

回 回 回 な い

研 究 チ ー ム 内 の 対 面 7 2 ．4 2 0 ．0 5 ．3 0 ．0 2 ．3

研 究 チ ー ム 内 の 電 話 1 9 ．4 1 9 ．2 1 1 ．2 1 ．8 4 8 ．4

研 究 チ ー ム 内 の メ ー ル 3 3 ．8 1 8 ．5 8 ．3 0 ．6 3 8 ．8

ノ ン ・チ ー ム の 対 面 ☆ 7 ．5 3 1 ．2 4 4 ．4

2 4 ．3

7 ．9

6 ．7

4 ．3

9 ．0

4 1 ．2

3 4 ．0

ノ ン ・チ ー ム の 電 話 ☆ 5 ．1 2 2 ．7

ノ ン ・チ ー ム の メ ー ル ☆ 9 ．7 2 4 ．9 2 7 ．1

☆ノンチームの場合、同一分野と異分野の時間総数を平均で割った数値に基づく。研究チームにおいて週1～4回平均＝

120時間、月1～3回平均＝24時間、年2～10回平均＝6時間、年1回平均＝1時間とした場合に、ノンチームでは、

60～120時間＝週1～4回、12～24時間＝月1～3回、3～6時間＝年2～10回、0．5～1時間＝年1回として分類した。
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（2）研究チーム・実用化

①研究チームの特徴

先に示したように、「研究チーム」とは、受賞研究における「研究代表者」のほかに、同

じ組織や他の組織における「研究分担者」と研究室の「研究支援者」によって研究を実施

するグループである。研究分担者は「同じ研究資金の共同研究に参加した研究者、あるい

は、論文や報告書等において共著者になった研究者や大学院生」である。研究支援者は「論

文や報告書等において共著者になっていない研究補助者」をいう。例として、組織内の技

師やリサーチアシスタントの大学院生をあげることができる。なお、研究代表者は必ずし

も他の組織の研究支援者の人数を知っているわけではないという理由で、研究室の研究支

援者だけを調査対象にした。

また、質問票では「正確な人数がわからない場合（あるいは研究グループのメンバーの

交代等があった場合や複数の研究グループがあった場合）には、およその平均の人数を記

入してください。個人研究は、研究代表者1人のみの研究チームとし、回答は全て0人と

なります」と示した。この設問の有効回答者528名の中で、300人以上の大規模な2チー

ムを除いた回答者の分布図は下記のようになった。

9

0

6

9

亜

2

7

0

6

8

5

6

4

4

3

2

2

1

1

　

1

　

1

　

1

　

1

研
究
チ
ー
ム
人
数

10　　　　　　20　　　　　　30　　　　　　40

回筈者人数

図1・13　研究チーム人数の分布（526名）
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研究代表者を含まない研究チーム人数は207人まで連続に近いが、308人と699人のケ

ースだけが、全体の分布より離れていた。研究チームの総数が300名より多い二つの事例

は、ともに電気電子工学を専門領域とし、通信・ネットワーク工学を研究していた。上記

の大規模チームの人数は多いため、全体の平均値を求める際に、中央値や最頻値より離れ

た平均値が示された。そのため、表1－12～表1－14のデータにおいて、上記の2チームを除

いた修正版の「研究チーム総数（研究代表者を含む）」を用いた。修正版の「研究チーム総

数」（526名）において、中央値は11名、最頻値は8名となり、平均値は17．6名となった。

また、研究チームの構成員（修正版）は以下のような平均人数となった。

表1・12　研究チーム構成員の平均人数（全体版，修正版，526名）

組 織 研 究 室 構 成 員 平 均 人 数

同組 織

研 究 室

研 究 分 担 者

（N ＝5 15 ）
6 ．5

研 究 支 援 者 （技 師 ） 2 ．2

（N ＝42 9 ，4 12 ☆1） （事 務 ） 1．3

他 研 究 室 （N ＝3 9 4 ） 研 究 分 担 者 3 ．4

同 組 織 の 平 均 人 数 の 総 数 13 ．4

他 組 織

大 学 （N ＝3 7 4 ） 研 究 分 担 者 2 ．9

公 的 研 究 機 関

（N ＝3 4 8）
研 究 分 担 者 1．2

民 間 （N ＝3 7 3 ） 研 究 分 担 者 2 ．6

他 組 織 の 平 均 人 数 の 総 数 6 ．7

総 数 ＊2
研 究 チ ー ム 総 数 研 究 代 表 者 、研 究 分

17 ．6
（N ＝5 26 ） 担 者 、 研 究 支 援 者

☆1技師の総数は429名、事務の総数は412名である。

☆2　研究チーム総数は回答者総数526名を母集団としているが、各構成員の母集団数は無回答者を除いている。その結

果、研究チーム総数の平均人数は、同組織や他組織の平均人数を合わせた総数よりも低い数値になる。
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次に、前回調査と今回調査における研究チームの人数を比べた。以下の図では、前回調

査と比較するために、今回調査のデータにおいて、研究チーム総数の修正版を用いず、研

究支援者の人数は含めなかった。結果として、前回調査において小規模チームの人数の比

率が高かったが、他の研究チームの場合、前回調査と今回調査の研究チームの人数の比率

は似ていた。

小規模チーム（1～5人）

中規模チーム（6～10人）

中規模チーム（11～15人）

中規模チーム（16～20人）

大規模チーム（21人～）

国今回調査（N＝533）

臨前回調査（N＝577）

40　　　　　　60

％

■今回調査（調整版，N＝315）

図1・14　研究チームの人数分類

さらに、今回調査の全体版において、研究組織別（大学、公的研究機関、民間）におけ

る研究チーム構成員の平均人数を分類した。研究実施時に回答者が所属していた大学、公

的研究機関、民間の研究チームは、それぞれ「大学の研究チーム」「公的研究機関の研究チ

ーム」「民間の研究チーム」と記載する。研究組織別にみると、「大学の研究チーム」は、

公的研究機関や民間と比べて、研究室の研究支援者（技師）の平均人数が少なく、同一組

織の研究分担者の平均総数が少なかった。次に、「公的研究機関の研究チーム」の平均人数

は、大学や民間と比べて、研究支援者（事務）が多く、他組織の研究分担者の平均総数が

多かった。さらに、「民間の研究チーム」の平均人数は、大学と公的研究機関と比べて、研

究支援者（技師）が多く、同一組織の研究分担者の平均総数が多かった。
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表1－13　組織別の研究チーム（全体版，修正版）

回 答 者
大 学

（N ＝2 5 7 ）

公 的 研 究 機

関 （N ＝1 3 7）

民 間

（N ＝1 3 6 ）

同 組 織

研 究 室 研 究 分 担 者 6 ．7 5 ．3 7 ．5

4 ．0研 究 支 援 者 （技 師 ） 1．3 2 ．2

研 究 支 援 者 （事 務 ） 1．1 2 ．1 0 ．9

他 研 究 室 研 究 分 担 者 1．9 4 ．3 6 ．3

同 組 織 の 平 均 人 数 の 総 数 1 1．0 1 3 ．9 1 8 ．7

他 組 織

大 学 研 究 分 担 者 3 ．3 4 ．0 0 ．5

公 的 研 究 機 関 研 究 分 担 者 1．1 2 ．3 0 ．2

民 間 研 究 分 担 者 2 ．1 4 ．3 1 ．7

他 組 織 の 平 均 人 数 の 総 数 6 ．5 1 0 ．6 2 ．4

また、研究発表時における専門分野上位3組は、電気電子工学、材料工学、複合化学と

なったが、その専門分野における研究チーム構成員の平均人数は以下のようになった。

表1－14　専門分野別の研究チーム（修正版）

回 答 者
電気 電子工 学

平均 （N ＝72）

材 料 工学平均

（N ＝44）

複合 化 学平均

（N ＝4 0）

同 組 織

研 究 室 研 究 分 担 者 8 ．9 5 ．0 8 ．7

研 究 支 援 者 （技 師 ） 1．6 2 ．9 1 ．2

研 究 支 援 者 （事 務 ） 1．5 1．0 0 ．9

他 研 究 室 研 究 分 担 者 5 ．1 2 ．7 2 ．2

同 組 織 の 平 均 人 数 の 総 数 1 7 ．2 1 1．6 1 3 ．0

他 組 織

大 学 研 究 分 担 者 0 ．7 2 ．0 1 ．6

公 的 研 究 機 関 研 究 分 担 者 0 ．5 0 ．6

1．6

1 ．8

民 間 研 究 分 担 者 4 ．3 3 ．0

他 組 織 の 平 均 人 数 の 総 数 5 ．5 4 ．2 6 ．4
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②受賞研究の実用化

「受賞研究の実用化」については、回答者533名の中でおよそ半数が、受賞研究の成果

が「実用化された」と示している。研究実施時に回答者が所属していた研究組織における

実用化は、以下のように示すことができる。

受賞研究の実用化を行った回答者数は、大学では249名中76名であり、公的研究機関で

は136名中76名、民間では136名中126名であった。民間では、ほとんどの回答者が受

賞研究の実用化を実施していた。

大学（N＝249）

公的研究機関（N＝136）

民間（N＝136）

】　　 ］＋ ＋＋ 】

、30 5　　　　　　　　　 43 ヰ　　　　 26 1
誓調書S S S ■「予∵∵「嬬調㌫

】 i
∵ 、丑 5 4 ノ

5 p ．9 ‥　－

！

0　　　　20　　　　40　　　　60　　　　80　　　100

％

田実用化有　　■実用化を目指している　　感実用化無

図1・15　研究組織別の実用化

（3）大学・大学院時代のトレーニング

質問票において「トレーニングとは、大学・大学院時代にあなた［回答者】が受けた教育や

研究指導のことをいい（‥う、トレーニングには、あなたが大学・大学院時代に行った研究

活動も含みます」と説明したうえで、「受賞研究の主な『アイデア』や『発想』について、

大学・大学院時代のトレーニングが役に立ったことはありますか」と尋ねた。結果として、

回答者533名中436名（81．8％）が、大学・大学院時代のトレーニングが役に立ったと示

した。また、修士卒・博士卒の回答者448名中400名（89．3％）は、大学・大学院時代の

トレーニングが役に立ったと回答している。
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まず、大学学部、大学院修士課程、大学院博士課程におけるトレーニングの内容につい

て質問した。質問の選択肢には「専門分野の知識を学んだ」「観測・実験の方法を学んだ」

「異分野・周辺領域の知識を学んだ」「友人・先輩と議論を行った」「学会や講演会に参加

した」「研究活動を自主的に取り組んだ」があった。その結果、学部時代、修士時代、博士

時代のトレーニングの機会や評価について回答を得ることができた。

ここでは、学部・修士・博士時代におけるトレーニングの機会について調査結果を示す。

学部・修士・博士時代のトレーニングにおいて、ともに「専門分野の知識を学んだ」を選

んだ比率が最も高かった。学部は86．2％、修士は93．8％、博士は92．0％となった。なお、

質問項目の無回答者は大学や大学院課程に進学していない者も含むため、無回答を除いた

回答者の比率を示した。

博士におけるトレーニングは、ほとんど同じような比率で機会があったと示しているが、

修士におけるトレーニングは、異分野・周辺領域の知識の比率がどちらかというと少ない。

学部におけるトレーニングは、学会・講演会の参加や自主的な研究活動の比率があまり大

きいとはいえない。

表1－15　学部におけるトレーニングの機会（全体版，単位：人数・％）

ト レ ー ニ ン グ 機 会 あ り 機 会 な し 総 数

専 門 分 野 の 知 識 を 学 ん だ 4 2 4 8 6 ．2 6 8 1 3 ．8 4 9 2

観 測 ・実 験 の 方 法 を 学 ん だ 3 7 6 7 7 ．4 1 1 0 2 2 ．6 4 8 6

異 分 野 ・周 辺 領 域 の 知 識 を 学 ん だ 3 2 2 6 7．2 1 5 7 3 2 ．8 4 7 9

4 7 9友 人 ・先 輩 と 議 論 を 行 っ た 3 6 0 7 5 ．2 1 1 9 2 4 ．8

学 会 や 講 演 会 に 参 加 し た 2 0 1 4 2 ．1 2 7 7 5 7 ．9 4 7 8

研 究 活 動 を 自 主 的 に 取 り組 ん だ 2 7 3 5 7．1 2 0 5 4 2 ．9 4 7 8

表1・16　修士におけるトレーニングの機会（全体版，単位：人数・％）

ト レ ー ニ ン グ 機 会 あ り 機 会 な し 総 数

専 門 分 野 の 知 識 を 学 ん だ 4 0 6 9 3 ．8 2 7 6 ．2 4 3 3

観 測 ・実 験 の 方 法 を 学 ん だ 亭7 4 8 8 ．2 5 0 1 1．8 4 2 4

異 分 野 ・周 辺 領 域 の 知 識 を 学 ん だ 3 2 0 7 6 ．6 9 8 2 3 ．4 4 1 8

友 人 ・先 輩 と 議 論 を 行 っ た 3 8 3 9 1 ．6 3 5 8 ．4 4 1 8

学 会 や 講 演 会 に 参 加 し た 3 7 4 8 8 ．6 4 8 1 1．4 4 2 2

研 究 活 動 を 自 主 的 に 取 り組 ん だ 3 7 9 9 0 ．2 4 1 9 ．8 4 2 0
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表1－17　博士におけるトレーニングの機会（全体版，単位：人数・％）

ト レ ー ニ ン グ 機 会 あ り 機 会 な し 総 数

専 門 分 野 の 知 識 を 学 ん だ 3 2 0 9 2 ．0 2 8 8 ．0 3 4 8

観 測 ・実 験 の 方 法 を 学 ん だ 2 8 9 8 5 ．3 5 0 1 4 ．7 3 3 9

異 分 野 ・周 辺 領 域 の 知 識 を 学 ん だ 2 7 0 7 9 ．9 6 8 2 0 ．1 3 3 8

友 人 ・先 輩 と議 論 を 行 っ た 3 1 0 9 2 ．3 2 6 7 ．7 3 3 6

学 会 や 講 演 会 に 参 加 し た 3 1 3 9 2 ．9 2 4 7 ．1 3 3 7

研 究 活 動 を 自 主 的 に 取 り組 ん だ 3 1 4 9 4 ．0 2 0 6 ．0 3 3 4

今回の調査において、大学院（修士課程・博士課程）のトレーニングの特徴は、双方向

のコミュニケーション（ディスカッション）の機会が多かったことである。

双方向のコミュニケーション（ディスカッション）とは、小人数あるいはクラス全体の

中で話し合いや議論を行うことである。小学校・中学校・高校（高専）では、理数科目の

授業におけるディスカッションをさす。大学（短大）・大学院では、理学・工学・医学・農

学等の専門科目における「セミナー」や「個別指導」におけるディスカッションを意味す

る。複数の授業やセミナーがある場合には、総頻度の平均回数として「頻繁に受けた（週

に数回）」「時々受けた（月に数回）」「たまに受けた（年に数回）」「ほとんどうけなかった」

という回数を尋ねたところ、以下の表のようになった。

無回答等を除いた回答者数は、小学校（522名）、中学校（523名）、高校・高専（518名）、

大学（学部）・短大（518名）、大学院修士課程（448名）、大学院博士課程（363名）とな

った。「頻繁に双方向のディスカッションを受けた（週に数回）」回答者の比率は、大学院

の博士課程が最も大きかった。次に修士課程、学部という順番になった。
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小学校（N＝522）

中学校（N＝523）

高校・高専（N＝518）

大学・短大（N＝518）

修士課程（N＝448）

博士課程（N＝363）

0％　　　　20％　　　　40％　　　　60％　　　　80％

啓頻繁に受けたく週に数回）　　　　■時々受けた　く月に数回）

宅たまに受けた　く年に数回）　　　　国ほとんど受けなかった

田わからない

図1・16　双方向のコミュニケーション（ディスカッション）

（4）前回調査との比較

受賞研究の現状を理解するため、前回調査との比較分析の結果を示す。なお、「回答者の

受賞時年齢」については、すでに分析を行っているため、ここでは分析対象に含めない。

本節では上記の設問における一致点と相違点について分析を行う。

①　一致点

今回の調査において、前回調査と似た結果となったのは、「受賞研究の研究期間」と「研

究費」であった。「受賞研究の研究期間」については、調整版において5～9年の研究期間

の人数が必ずしも多いとはいえないが、全体の分布は似ていた。また、「研究費」の分布は、

今回調査における1億円未満の比率は少し増えたが、前回調査と今回調査（調整版）では

ほとんど同じ比率であった。もちろん、1980年代と2000年代の研究費を分析するために

は、当時の物価指数を考慮する必要があり、実質的には研究費の減少と理解できる。その

一方で、研究費の分布において大きな変化がないことは、予算配分のプロセスや結果が似

ている可能性を示唆する。

また、「論文数（外国語論文数）」「受賞研究の発想元（国内）」「研究チームの人数分類」

は、一部のデータを除いて、ほとんど似た結果となった。「論文数」は、前回調査と比べて、

今回調査の全体版や調整版は51本以上の論文を発表した比率は高かったが、分布において

大きな差があるとはいえない。「受賞研究の発想元（国内）」においても、前回調査と今回
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調査はほとんど似た分布であったが、「自分の発想」という回答の比率は、前回調査よりも、

今回調査の全体版や調整版のほうが多かった。「研究チームの人数分類」については、今回

調査と前回調査の小規模チーム（1～5人）の人数において相違があったが、他の研究チー

ムにおいて、前回調査と今回調査におけるチーム人数の比率は似ていた。

②　相違点

前回調査と今回調査の相違点は「研究代表者」や「最終学歴」にあった。前回調査にお

ける「研究代表者」は18．7％であったが、今回調査の全体版では82．9％であった。この相

違は、受賞研究の表彰制度の変化等が主な理由として考えられる。後期において若手科学

者賞が導入されたが、研究チームの受賞ではなく、研究代表者個人への表彰のため、研究

代表者の比率が増えたと考察できる。「最終学歴」については、前回調査では、国内大学の

学部卒という研究者が多かったのに対して、今回調査では、博士号を取得した研究者が多

かった。

一部のデータを除いて、ほとんど異なっていたのは「受賞研究の分類」であった。前回

調査と今回調査の全体版において、基礎研究の比率は似ていたが、今回調査における開発

研究の比率が増加していた。なお、前回調査の報告書では、大学、公的研究機関、民間と

いう分類を明示していないため、研究組織別の詳細な比較分析を行うことはできない。
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第3章　コミュニケーションと研究成果

本章では、これまでの調査結果に基づいて、対面コミュニケーション回数と研究成果に

ついて分析を行う。

1．コミュニケーションと研究成果

文部科学大臣表彰等の受賞者533名（2000年～2009年）において、科研費の専門分野

分類を示す「研究分科」について分析を行った。まず、研究実施時に研究者が所属してい

た研究機関によって分類を行った。検定や分析に必要な人数を満たす大学の理学工学領域

を分析対象として選び、その中で主に研究代表者の分析を行った1。

次に、大学の理学工学領域におけるコミュニケーション回数（対面によるディスカッシ

ョン回数）と研究成果（①外国語論文数と②実用化）について分析を行った。質問票では

コミュニケーション回数は「対面によるディスカッション回数（会議やミイーテイング）」

「メールによるディスカッション回数（連絡や議論）」「電話によるディスカッション回数

（電話会議や個人間の話し合い）」を想定した。以下では、研究成果とつながりがあった「対

面コミュニケーション回数」をコミュニケーション回数とみなす2。

「外国語論文数」についての分析結果は、以下の図1－17のようになった。大学の理学工

学領域の研究者全体において、研究チームに所属していない研究者とのコミュニケーショ

ン（以下「ノンチーム対面コミュニケーション」）回数と外国語論文数の間には相関があっ

た。また、研究代表者において、研究期間やノンチーム対面コミュニケーション回数は、

外国語論文数と相関があった。ノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合（「週4

～月1回」の時）、外国語論文数は多かった。特に、外国語論文数が28～500本となった比

率が高かった。このほかに「ノンチーム対面コミュニケーション回数」と「チーム対面コ

ミュニケーション回数」、「チーム対面コミュニケーション回数」と「研究代表者が研究室

の研究分担者へ行う助言回数」についての分析結果を示す。

1受賞研究の研究者には、研究代表者139名と研究分担者30名がいるが、研究代表者の助言回数等を分析するため、

研究代表者に焦点を当てて分析を行う。また、今回の調査では、回答者の総数が多いといえないため、専門分野別の分
析を行うと、それぞれの分野の人数が少なくなり、検定において精緻なデータでなくなる可能性がある。サンプル数の

必要性については以下の文献を参照（太郎丸2005）。
2　3つのコミュニケーションの中で、研究成果と相関することが最も多かったのは対面によるディスカッション回数で
あった。
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【大学の理学工学領域の研究者総数 169 名】

【大学の理学工学領域の研究代表者総数 139 名】

研究期間 3 分類 （長）　 L 研究代表者137名Li 外国語論文数 2 分類 （多）

ll

ノンチームの対面コミュニ

ケーション回数 2 分類 （多）　 研究代表者130名

工 研究代表者131名

チーム対面コミュニケーシ

ヨン回数 2 分類 （多）　　　　　　　　　　　 車＋　 相関有

図 1・17　大学の理学工学領域における外国語論文数

なお、上記の図において、矢印は、相関があることを示す。以下の図においても同じで

ある。

「実用化」の分析結果は、図1－18としてまとめることができた3。大学の理学工学領域の

研究代表者において、研究期間と実用化、ノンチーム対面コミュニケーション回数と実用

化との間には、相関があった。

3　質問票では、実用化の用語を明確に定義して用いていないが、他の質問において、応用研究とは、基礎研究の成果を

利用して実用化の可能性を求める研究と示した。また、開発研究は、基礎研究や応用研究に基づいて、装置や製品等の

導入や改良を目指す研究とみなした。大学と民間では実用化について解釈の相違はあるが、今回の分析では、大学を分
析対象としているため、実用化は応用研究や開発研究における装置や製品等の開発であると示すことができるだろう。
なお、科学技術功労者では、実用化を受賞条件として提示し、文部科学大臣表彰の開発部門では、現に利活用されてい
るものと記している。
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【大学の理学工学領域の研究者総数 169 名】

【大学の理学工学領域の研究代表者総数 139 名】

研究期間3 分類 （長）　 L 研究代表者134名 Ll 実用化 3 分類 （有）

il

ノンチームの対面コミュニ

ケーション回数 2 分類 （多）　 研究代表者127名

工　 研究代表者131名

チーム対面コミュニケーシ
ヨン回数 2 分類 （多）　　　　　　 ⇔ 相関有

図 1－18　大学の理学工学領域における実用化

なお、ノンチーム対面コミュニケーション回数の質問票の分類（質問項目の選択肢）を

以下のように時間数に置き換えて示した。ノンチーム対面コミュニケーションのカテゴリ

分類は、同一分野と異分野のコミュニケーション回数を足した総数の平均値を時間数に換

算した。結果として、ノンチーム対面コミュニケーション回数の分類は、回答者509名の

中でノンチーム対面コミュニケーションが「年間12～120時間」の場合は38．7％であり、

ノンチーム対面コミュニケーションが「年間0～6時間」の場合は61．3％であった。

表1－18　ノンチーム対面コミュニケーションのカテゴリ分類

質問項目の選択肢 時間数

週に 1～4 回 年間 120 時間

月に 1～3 回 年間 24 時間

年に2～10 回 年間 6 時間

年に 1 回 年間 1 時間

ほとんどない 年間 0 時間
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2．回答者の分類

（1）回答者の研究発表時研究分科

まず、回答者全体における「研究発表時」の研究分科の分布図を示す。先行研究にはト

ップリサーチャーにおける科研費の専門分野の分布を示した研究（冨澤ら，2006）がある。

今回の研究では、研究組織によって「研究発表時」における研究分科の分布図を示す。

研究実施時に回答者が所属した大学における研究発表時研究分科の分布図（以下「大学の

分布図」記載）、研究実施時に回答者が所属した公的研究機関における分布図（「公的研究

機関の分布図」）、研究実施時に回答者が所属した民間における分布図（「民間の分布図」）

に分類できる4。結果として、大学の分布図は研究分科全体の分布図に近似し、公的研究機

関の分布図は、人数が少なく複数の分野で相違点があった。民間の分布図は、工学の研究

分科の比率が高かった。研究分科の分布が大幅に異なると、分析の前提条件が異なると考

察できる。そのため、研究分科全体と似た分布を示した「大学」を分析対象とした。

総合領域

複合新領域

社会科学

敷物系科学

化学

工学

生物学

農学

医学

図1・19　研究発表時研究分科（529名）

4　「研究実施時」とは研究開始時から研究成果の発表時までの期間として用いる。そのため、研究開始時や研究発表時

は、研究実施時に含まれている。また、質問票では、研究実施時に回答者が複数の組織に所属していた場合、受賞研究
の時間や仕事配分が多い組織として想定している。さらに、質問票では、大学は研究実施時における組織分類として質

問したため、本報告書では、基本として結果である研究発表時（あるいは発表時以降）を基準にして分析を行う。つま
り、研究実施時のコミュニケーションの平均回数と発表時（以降）の研究成果について分析を行う。一方、「受賞時」と

は、発表以降に回答者が受賞した時をさし、研究実施時とは区別して用いる。
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総合領域

複合新領域

社会科学

敷物系科学

化学

工学

生物学

農学

医学

図1－20　研究実施時に大学に所属していた回答者の

発表時研究分科（255名）
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総合領域

複合新領域

社会科学

数物系科学

化学

工学

生物学

農学

医学

図1・21研究実施時に公的研究機関に所属していた

回答者の発表時研究分科（136名）
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総合領域

複合新領域

社会科学

敷物系科学

化学

工学

生物学

農学

医学

図1－22　研究実施時に民間に所属していた

回答者の発表時研究分科（135名）
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（2）回答者の専門分野

次に、大学に所属した回答者の専門分野について分析を行う。「研究発表時」の専門分類

（理学、工学、農学、医学）に基づいて研究成果の基礎情報を示す。ここで示す「理学」

とは、科研費の専門分野分類表における数物系科学、化学、生物学の総数である。また、

発表時研究分科における「医学」は医歯薬学の総称である。

表1－19　大学における専門分野別（研究発表時）の研究成果

専門領域別 大学の 大学の 研究代表者の 実用化有を示 し

回答者総数 受賞研究者 研究代表者 平均論文数 た研究代表者

4専門領域

（462名）
2 16名 17 6名 4 1．7本 56名

理学

（165名）
10 2名 80名 34 ．0本 9名

工学

（223名）
67名 59名 57．4本 36名

農学

（3 1名）
10名 8名 ？2 ・1本 3名

医学

（43名）
37名 29名 36 ．1本 8名

（3）外国語論文数

大学の研究代表者におけるノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論文数の分

布をみると、以下の2つの散布図（理学工学領域、農学医学領域）を示すことができる5。

この散布図において、理学工学領域はノンチーム対面コミュニケーション回数に応じて多

様な外国語論文数が示されている。一方、農学医学領域においてノンチーム対面コミュニ

ケーション回数が多いケース、あるいは外国語論文数の多いケースを分析することは容易

でない。また、検定や分析を行ううえで、農学医学領域の人数（農学8名、医学29名）は

足りない可能性がある。このような前提条件の考察によって、分析対象を理学と工学に絞

り、外国語論文数について分析を行う。

5　専門分野別の散布図を分析すると、理学工学領域では、ノンチーム対面コミュニケーション回数は0～120時間で分
布し、農学医学領域では、0～63時間で分布していた。また、理学工学領域では、外国語論文数は0～500本に分布し、

農学医学領域では、0～100本に分布していた。このため、理学工学領域と農学医学領域の2種類の散布図を作成した。
理学と工学では、分布の相違はあるが、分析を行ううえで十分なサンプル数があり、両者を分析することは可能である

と考察できる。上記のように、農学医学領域のサンプルは、理学工学領域と比べて、人数等の分布において明らかな相
違があった。そのため、分析に必要な人数があった理学工学領域について分析を行う。
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000　　　　2000　　　　4000　　　　6000　　　　8000　　　100＿00　　12000

ノンチーム対面コミュニケーション回数

図1・23　理学工学領域の散布図

0、00　　　　　　　　　　2000　　　　　　　　　4000　　　　　　　　　　60，08

ノンチーム対面コミニhニケーション河致

図1・24　農学医学領域の散布図

発表時理工2分類

、二　理学
●工学

（4）実用化

発表時鼻医2分類
●農学
0医学

実用化においても、検定や分析を行ううえで、農学医学領域の人数は十分な人数でない

可能性がある。このような前提条件の考察によって、分析対象を理学と工学に絞り、実用

化の分析を行う。
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3．外国語論文数の分析

大学の理学工学領域において、ノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論文数

は、図1－17のようなっながりを示した6。

以下では、研究者におけるノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論文数を示

したうえで、研究代表者における研究期間・ノンチーム対面コミュニケーション回数と外

国語論文数の分析を行う。

（1）ノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論文数

ノンチーム対面コミュニケーシl　 研究者159名 l 外国語論文数

ヨン回数2分類 （多）　　 l l 2分類 （多）

図1・17a　大学の理学工学領域における外国語論文数

まず、大学の理学工学領域における研究者についての分析結果の一部を示す7。大学の理

学工学領域の研究者におけるノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論文数の間

に相関があった8。大学の理学工学領域ではノンチーム対面コミュニケーション回数が多い

場合、外国語論文数が23～500本となった比率は大きかった9。

6　大学の理学工学領域における外国語論文数に対して、研究期間、ノンチーム対面コミュニケーション回数の効果を調
べるため、重回帰分析を行った。その結果、大学の理学工学領域の「研究者」における「外国語論文数」（従属変数）に
対して、説明変数は、ノンチーム対面コミュニケーション回数佃＝0．299，1％水準有意）、研究期間年数（B＝0．275，1％

水準有意）を示した。また、大学の理学工学領域における「研究代表者」の場合は、「外国語論文数」（従属変数）に対

して、説明変数は、ノンチーム対面コミュニケーション回数（8＝0．286，1％水準有意）、研究期間年数（B＝0．271，1％水
準有意）を示した。この結果、ノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合、外国語論文数は多いといえる。ノ

ンチーム対面コミュニケーション回数の効果については、さらなる検証が必要だろう。なお、チーム対面コミュニケー
ション回数と外国語論文数の間には相関がなかった。

7　本章では、大学の理学工学領域の「研究者」全体の分析結果を示さないが、「研究代表者」と似たような分析結果と
なった。

8　カイ二乗値、ピアソンR値、順位連関値は以下のようになった。順位連関値（グッドマンとクラスカル値、あるいは

順位相関値）は、順序に注目して、関連度を示す指標である。詳細は、盛山（2004）や太郎丸（2005）を参照。
分 類 （研 究 者 ） カイ二乗値 P earson

R 値

順位連関値 有意水準

ノ ンチ ー ム対 面 コ ミュニ ケ ー シ ョン と外 国語 論 文数 1 6 ．7 6 ．3 2 5 ．6 4 1 1 ％

分 類 （研 究 代 表 者 ） カイ二乗値 P earson
R 値

順位連関値 有意水準

研 究 期 間 と外 国語 論 文 数 1 0 ．9 4 ．2 7 4 ．4 4 8 1 ％

ノ ンチ ー ム対 面 コ ミュニ ケ ー シ ョン 回数 と外 国語 論 文 数 1 1 ．1 3 ．2 9 3 ．5 7 0 1 ％

ノ ンチ ー ム とチ ー ム の対 面 コ ミュ ニ ケ ー シ ョン 回数 8．4 0 ．2 5 3 ．7 5 3 1 ％

研究代表者分担者助言回数 とチーム対面 コミュニケー シ ョン回数 6 3 ．3 4 ．6 8 2 ．9 6 3 1 ％

研究代表者分担者助言回数 とノンチー ム対面 コ ミュニケー シ ョン回数 8 1．1 2 ．2 5 0 ．8 3 8 1 ％

9　「研究者」における外国語論文数の分類は、中央値（23本）を基準にして、2分類した。
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図1・17ではノンチーム対面コミュニケーション回数は外国語論文数との相互作用として

示している10。質問票において「受賞研究に関するディスカッションはどのくらいありまし

たか」という質問を行った。質問票に基づくと、ノンチームの対面コミュニケーションが

まず先にあり、続いて研究成果に導いたという前提条件を想定することができる。

ノンチーム週4～月1回（N＝48）

ノンチ一一ム年10～0回（N＝111）

i

：＿　75．0 25や

0％　　　　　　　　50％　　　　　　　100％

園23～500本　　　　mo～22本

図1・25　大学の理学工学領域におけるノンチーム

対面コミュニケーション回数と外国語論文数

（159名）

以下では、大学の理学工学領域における「研究代表者」に焦点を当てた分析結果を示す。

10　ノンチーム対面コミュニケーション回数については、大学の理学工学領域におけるノンチーム対面コミュニケーシ
ョン回数全体の平均値（研究者では11．4時間、研究代表者では12．6時間）を基準にして、平均値に近い選択肢の分類

を行った。結果として、週4回～月1回（時間数に換算して年間12～120時間）と年10回～0回（時間数に換算して

年間0～10時間）の2分類となった。
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（2）研究期間と外国語論文数

受賞研究の「研究期間」とは「資金に基づき研究を開始した時より、受賞研究の主な成

果（論文等）が発表されるまでの期間」をさす。大学の理学工学領域において、開始時よ

り発表時までの研究期間が長い場合（「10年～」の時）11、外国語論文数が28～500本とな

った比率は大きかった12。大学の理学工学領域において、研究期間と外国語論文数の間に相

関があることが示された。

1～4年くN＝31）

5～9年（N＝64）

10年～（N＝42）

院28～500本　　　　　曜0′）27本

図1－26　大学の理学工学領域の研究代表者における

研究期間と外国語論文数

（137名）

11研究期間の3分類は、三分位値に近い質問票分類を用いた。

12　研究代表者における外国語論文数の分類は、中央値（27本）を基準にして2分類した。その結果、外国語論文数は
0～27本と28～500本という分類になった。

46



（3）ノンチーム対面コミュニケーション回数

ノンチーム対面コミュニケー l 研究代表者130名 l外国語論文数

ション回数 2 分類 （多）　　　　　　　　　　　　　 2 分類 （多）

工　 研究代表者131名

チーム対面コミュニケーシ

ヨン回数 2 分類 （多）

図 1・17b　大学の理学工学領域における外国語論文数

以下では、研究代表者を対象にして、ノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語

論文数、ノンチームとチームの対面コミュニケーション回数について分析を行う。

①　ノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論文数

大学の理学工学領域において、ノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合（「週

4～月1回」の時）、外国語論文数が28～500本となった比率は高かった。また、理学領域

や工学領域という専門領域を分析すると、それぞれノンチーム対面コミュニケーション回

数が多い場合、外国語論文数が28～500本となった比率は大きかった13。

ノンチーム遇4～月1回（N＝44）

ノンチーム年10～0回（N＝86）

0％　　　　　　　50％　　　　　　100％

匿28～500本　　　　　■0～27本

図1－27　大学の理学工学領域の研究代表者における

ノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論文数

（130名）

13　カイ二乗値、ピアソンR値、順位連関値は以下のようになった。
分 類 （研 究 代 表 者 ） カイ二乗値 Pe aT SOn

R 僅

順位 連関値 有意水準

理 学 の ノ ン チ ー ム 対 面 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 回 数 と外 国 語 論 文 数 4 ．7 6 ．2 5 0 ．5 0 3 5 ％

工 学 の ノ ン チ ー ム 対 面 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 回 数 と外 国 語 論 文 数 5 ．6 9 ．3 2 5 ．6 3 7 5％
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②　ノンチームとチームの対面コミュニケーション回数

大学の理学工学領域の研究代表者において、ノンチームとチームの対面コミュニケーシ

ョン回数について分析を行った。チーム対面コミュニケーション回数が多い場合、ノンチ

ーム対面コミュニケーション回数が多かった14。

チーム週4～1回（N＝24）

チーム月3へ一年0回（N＝107）

0％

際ノンチーム週4′㌧月1回

50％

蓼ノンチーム年10～0回

図1・28　大学の理学工学領域の研究代表者におけるチーム

とノンチームの対面コミュニケーション回数（131名）

ノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合、チーム対面コミュニケーション回

数の比率も高かった。

ノンチーム週4′㌧月1回（N＝44）

ノンチーム年10～0回（N＝87）

囲チーム週4へ′1回 肛チーム月3へ卑0回

図1・29　大学の理学工学領域の研究代表者におけるノンチームと

チームの対面コミュニケーション回数（131名）

14　チーム対面コミュニケーション回数の中央値（120時間）を基準にして、最も近い週4～1回と月3～年0回に分類

した。なお、大学の理学工学領域の研究代表者において、チーム対面コミュニケーション回数と研究チームの人数との
間に相関があった。
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上記の分析のほかに、ノンチームとチームの対面コミュニケーション回数と関連したコ

ミュニケーション指標として、研究代表者が研究室の研究分担者へ行う助言回数があった。

そのため、ここでは研究代表者が研究室の研究分担者へ行う助言回数の分析を行う。

③研究代表者の研究分担者への助言回数

大学の理学工学領域の研究代表者において、研究代表者が研究室の研究分担者へ行う助

言回数（以下「研究代表者の研究分担者への助言回数」）が多い場合、チーム対面コミュニ

ケーション回数の比率が高かった。「研究代表者の研究分担者への助言回数」は週4～1回

と月3～年0回に分類したが、この分類は中央値（120時間，週4～1回）を基準としてい

る。

研究代表者週4～1回（N＝114）

研究代表者月3～年0回（N＝22）

隠チーム週4～1回　　　　表チーム月3～年0回

図1－30　大学の理学工学領域における研究代表者の研究室

研究分担者助言回数とチーム対面コミュニケーション回数

（136名）
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（4）まとめ

大学の理学工学領域の研究代表者において、ノンチーム対面コミュニケーション回数や

研究期間は、外国語論文数と正の相関があった。また、ノンチーム対面コミュニケーショ

ン回数はチーム対面コミュニケーション回数と相関があった。

なお、「研究代表者の研究分担者への助言回数」は外国語論文数と相関はなかったが、「ノ

ンチーム対面コミュニケーション回数」と相関があった15。また、「研究代表者の研究分担

者への助言回数」と「チーム対面コミュニケーション回数」は相関が高かった（注8参照）。

このことを考えると、「研究代表者の研究分担者への助言回数」は「チーム対面コミュニケ

ーション回数」と近似している可能性がある。

15　「研究代表者が研究室の研究分担者へ行う助言回数」と「ノンチーム対面コミュニケーション回数」とのピアソン

R値は、「チーム対面コミュニケーション回数」と「ノンチーム対面コミュニケーション回数」とのピアソンR値と比べ

て、高くはなかった。
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4．実用化の分析

大学の理学工学領域における実用化について分析を行った。大学の理学工学領域の研究

者において、ノンチーム対面コミュニケーション回数は実用化と相関があった。また、大

学の理学工学領域の研究代表者において、研究期間とノンチーム対面コミュニケーション

回数は、実用化と相関があった16。

なお、実用化の質問項目の分類については、「実用化された」は「実用化有」、「実用化を

目指した取り組みはあるが、まだ実用化されていない」は「実用化目指す」、「実用化を目

指した取り組みはない」は「実用化無」として図表に表記する。また、実用化は、一定期

間がかかることを前提として質問票を作成したため、アンケート実施時の成果として分析

を行っている。

（1）ノンチーム対面コミュニケーション回数と実用化

まず、全体像を理解するために、大学の理学工学領域における研究者についての分析結

果を示す。大学の理学工学領域における研究者156名が行ったノンチーム対面コミュニケ

ーション回数と実用化の間に相関があった。

16　カイ二乗値、ピアソンR値、順位連関値は以下のようになった。
分 類 カイ二乗値 P earson

R 値

順位連 関値 有意水準

ノ ン チ ー ム 対 面 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン と 実 用 化 （研 究 者 ） 8 ．2 1 ．2 2 8 ．3 9 9 1～ 5％

研 究 期 間 と 実 用 化 （研 究 代 表 者 ） 1 0 ．0 0 ．2 4 2 ．3 3 5 1～ 5％

ノ ン チ ー ム 対 面 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン と 実 用 化 （研 究 代 表 者 ） 1 2 ．2 7 ．3 0 7 ．5 1 0 1 ％

上記の有意水準1～5％は、カイ二乗値（5％）、ピアソンR値（1％）、順位連関値（1％）となった。

また、理学領域、工学領域のおけるカイ二乗値、ピアソンR値、順位連関値は以下のようになった。
分 類 （研 究 代 表 者 ） カイ二乗値 P eafSOn

R 値

順位連 関値 有意水準

理 学 の ノ ン チ ー ム 対 面 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン と 実 用 化 1 1．1 4 ．3 8 7 ．6 4 3 1％

工 学 の ノ ン チ ー ム 対 面 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン と 実 用 化 2．0 8 ．1 8 6 ．3 4 5 －

工学領域は有意水準を満たさないが、分割表ではノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合、実用化は多か
った。工学領域の有意水準については、分析対象の人数が少ないことが一要因であると考察できる。

なお、チーム対面コミュニケーション回数と実用化の間には相関がなかった。
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大学の理学工学領域において、ノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合、研

究成果（論文等）が実用化につながった比率は高かった。図1－18では、両者の相互作用と

して示しているが、質問票に基づくと、ノンチームのコミュニケーションがまず先にあり、

続いて実用化の成果につながったといえるだろう。もちろん実用化を目指したため、ノン

チームとのコミュニケーション回数が増えたといえるが、その場合であっても、実用化の

前にノンチーム対面コミュニケーションがあったと想定できる。

ノンチーム週4～月1回（N＝47）

ノンチーム年10～0回（N＝109）

廷実用化有　　■実用化目指す　　園実用化無

図1・31大学の理学工学領域の研究者における

ノンチーム対面コミュニケーション回数と実用化

（156名）

次に、以下の分析において、大学の理学工学領域における「研究代表者」について分析

を行う。
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（2）研究期間と実用化

研究代表者 134 名
l 研 究期 間 3 分類 （長） l．　　　　 ■I 実用 化 3 分 類 （有 ） l

図 1・1 8h　 大学 の理 学 工学領 域 にお け る実 用化

大学の理学工学領域の研究代表者において、開始時より発表時までの研究期間が長い場

合（「10年～」の時）、実用化の比率が高かった。研究期間の3分類は、三分位値に近い質

問票の分類を用いた。長期の研究期間があると、実用化の機会が増える可能性が示されて

いる。

なお、図1・18bにおいて、前期（2000～2004年）でなく、後期（2005～2009年）に受

賞した研究代表者は134名中122名となり、以下と似たような結果を示した。つまり、ほ

とんどの研究代表者において、受賞時からアンケート実施時までの期間はおよそ5年以内

であったことを示している。同じような前提条件のもとで、研究期間と実用化の関連を分

析したと考察できる。

1～4年（N＝29）

5一レ9年（N＝62）

10年～くN＝43）

璽実用化有　　　雷実用化目指す　　　陛実用化無

図1・32　大学の理学工学領域の研究代表者における

研究期間と実用化

（134名）
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（3）ノンチーム対面コミュニケーション回数と実用化

ノンチーム対面コミュニケ l 研究代表者127名 l実用化 3 分類

ーション回数 2 分類 （多） （有）

工 研究代表者131名

チーム対面コミュニケーシ

ヨン回数 2 分類 （多）

図 1－18C　大学の理学工学領域における実用化

ノンチーム対面コミュニケーション回数と実用化は相関があった。大学の理学

工学領域の研究者代表者において、ノンチーム対面コミュニケーション回数が多

い場合、実用化があった比率は大きかった。なお、ノンチーム対面コミュニケー

ション回数とチーム対面コミュニケーション回数の分析は、外国語論文の項目で

分析した結果と同じである。

ノンチーム週4～月1回くN＝43）

ノンチーム年10～0回（N＝84）

（4）まとめ

因業f酎ヒ有　　『実射ヒ目指す　　　戯実用化無

図1－33　大学の理学工学領域の研究代表者における

ノンチーム対面コミュニケーション回数と実用化

（127名）

大学の理学工学領域の研究代表者において、ノンチーム対面コミュニケーション回数や

研究期間は、実用化と相関があった。
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5．ケース分析

これまで大学の理学工学領域の研究代表者におけるノンチーム対面コミュニケーション

回数（話し合い回数）と研究成果（外国語論文数と実用化の有無）を分析してきたが、以

下では、それぞれのケースを取り上げ、その特徴を明示することを目指す。

表1－20　ノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論文数（130名）

ノンチーム対面

コミュニケーション回数

外国語論文数 0～27本 外国語論文数 28～500 本

過 4～月 1 回 （N ＝44） 13名 31名 （；

年 1b～0 回 （N ＝86） 52名 （轟 串強 靭 鯵 34名

まず、大学の研究代表者において、ノンチーム対面コミュニケーション回数と外国語論

文数は、上記の表のように分類できる。その中で、ノンチームとの対面コミュニケーショ

ン回数が少なくかつ外国語論文数の少ない「少回少論タイプ（N＝52）」と、ノンチーム対

面コミュニケーション回数が多くかつ外国語論文数の多い「多回多論タイプ（N＝31）」と

いうケースを抽出することができる。

表1・21ノンチーム対面コミュニケーション回数と実用化（127名）

ノンチーム対面

コミュニケーション回教

実用化無 実用化目指す 実用化有 、

過 4～月 1回（N ＝43） 5 名 17 名 2 1名 （ミ　　　　　 ）

年 10～0 回 （N ＝84） 33 名 （轟蝉 30 名 2 1名

また、大学の研究代表者において、ノンチーム対面コミュニケーション回数と実用化は、

上記の表のように分類できる。その分類の中で、ノンチーム対面コミュニケーション回数

が少なくかつ実用化のない「少回実無タイプ（N＝33）」と、ノンチーム対面コミュニケー

ション回数が多くかつ実用化のある「多回実有タイプ（N＝21）」というケースを抽出でき

る。

以下では、少回少論タイプと多回多論タイプ、少回実無タイプと多回実有タイプについ

て自由記述の回答例を示す。なお、実名が記載された箇所は省略し、誤字等の表記につい

ては、修正して示した。また、回答例の中で【】を示した箇所は、修正した術語を用いた。

さらに、回答者の大学や職階についての情報は、受賞時におけるデータを用いた。
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（1）少回少論タイプ

以下では、ノンチーム対面コミュニケーション回数が少なくかつ外国語論文数の少ない

「少回少論タイプ」について、いくつかの自由記述の回答例を示す。

（研究開始の理由と過程）

助手として、研究室内の様々なテーマ（自らが主体となって取り組んでいないテーマも

含む）をこなすうち、それらを統合し、発展させることで、新しい可能性が生まれること

に気付いた。（国立大学、准教授、研究開始時年齢25歳）

助手の時に受けた科研費（特定領域研究）により始めた（与えられた）研究テーマがあ

り、プロジェクト終了後もそれに相関したテーマについて研究を進めるうちに受賞研究に

至った。（国立大学、准教授、研究開始時年齢36歳）

（異分野交流の事例）

生物科学の研究者は、実際に生物の中で起きている現象を聞くことができ、直接質問を

することで、研究の進めるべき目標を立てやすくなった。［医学の研究者は】、実際の応用で

気をつける点や、必要とされている対象について聞くことができ、応用のターゲットの選

択に有効であった。生物物理学の研究者は、実際に生物でおきている現象を物理現象とし

て把握する見方に参考とする点があった。（国立大学、准教授、研究開始時年齢32歳）

（受賞研究の内容）

おもに海外研究機関にいるときに、十分な時間と人的資源、設備を与えられたことで、

しっかりと根本まで詰めた研究ができた。そのため、インパクトの高いジャーナル（Nature

など）に論文が掲載され、引用率も高い。発表当初は議論をよんだが、前述の細かい取り

組みにより、その都度反論に対して応答でき、今では広く受け入れられ、世界的にスタン

ダードとなっている。（国立大学、准教授、研究開始時年齢27歳）

世界的に注目を集めている課題について、当時のトレンドと全く異なる視点から新しい

方法論を提示した。（国立大学、准教授、研究開始時年齢33歳）
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（2）多回多論タイプ

ノンチーム対面コミュニケーション回数が多くかつ外国語論文数の多い「多回多論タイ

プ」について、以下のような回答例を示す。

（研究開始の理由と過程）

1990年頃、パリ大学のPro．A．Fert（2009年ノーベル物理学賞；GMRの発見）の国際

会議での講演に強く触発され、アモルファス合金ワイヤで、新現象を実験で追求し、1993

年に「磁気インピーダンス効果」を発見した。これはアナログ段階の科学発見であり、工

学的ディジタル段階の新技術開発のため、1997年にCMOS電子回路による磁気インピー

ダンスセンサを発明した。（国立大学、教授、研究開始時年齢51歳）

これまでのキャリア（分光学の基礎）を生かしつつ、独創性、新規制が高く、しかも社

会の要求に沿った応用分野に取り組むことを目指した。日本の分光学者は基礎に凝り固ま

る傾向がある。私のように基礎と応用の架け橋となる人は少ない。そこでそのような役割

をしようとした。（私立大学、教授、研究開始時年齢44歳）

学位取得後同研究室【博士課程中に材料工学分野の研究実施］に助手として採用された後、

相関性はあるが異なる分野の研究をスタートした。学会などでたまたま目にした新分野が

魅力的であったことと、研究室内の教授、助教授が異なる研究をスタートさせるのに同意

してくれたことが理由。（国立大学、准教授、研究開始時年齢28歳）

（異分野交流の事例）

実際にどのような機器が必要であるか、また、どのような技術があれば将来の機器につ

ながるかについて、自身の分野やそれに近い研究者からは得られない情報を得ることがで

きた。また、大学の研究者とは異なる立場からの意見が得られたことも大変貴重であった。

（国立大学、准教授、研究開始時年齢28歳）

（受賞研究の内容）

我々の研究成果は、発表論文数、特許件数とも著しく多く、学振の【特定研究分野119件

の中でトップ2件の最終評価を受けた。国内外での学術的には高評価であったが、実用化

には届かなかった。（国立大学、教授、研究開始時年齢53歳）
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（3）少回実無タイプ

ノンチーム対面コミュニケーション回数が少なくかつ実用化のない「少回実無タイプ」

における自由記述の回答例を示す。

（研究開始の理由と過程）

基礎生物学分野においては、参入する研究者の割合が生物材料により大きく異なってお

り、非モデル生物において革新的な技術を導入するようなチャレンジングな試みがほとん

どされていない。その状況を改善することにより、それらの生物でもモデル生物並みのレ

ベルの研究を進め、新たな生物学的に重要な知見がもたらされると考えたため。（国立大

学、講師、研究開始時年齢27歳）

研究室を変わり新たな研究テーマを立ち上げるにあたり、未開拓の挑戦的なテーマを設

定した。（国立大学、准教授、研究開始時年齢33歳）

（異分野交流の事例）

アキラルな有機化合物がキラルな結晶を形成することがあることを教えていただき、試

料供与を受けて共同研究を行い、学術論文を発表することができた。（私立大学、教授、

研究開始時年齢43歳）

（受賞研究の内容）

実験結果を物理的に解釈する理論研究を行い、パラダイムを作り上げた。（国立大学、

講師、研究開始時年齢25歳）

30年間の未解決問題であった、太陽ニュートリノ欠損現象を解決すると共に、2番目に

重いニュートリノの質量を決定した。地球内部で生成されたニュートリノ（地球ニュート

リノ）の初検出に成功した。（国立大学、教授、研究開始時年齢50歳）
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（4）多国実有タイプ

ノンチーム対面コミュニケーション回数が多くかつ実用化のある「多回実有タイプ」に

ついて、自由記述の回答例を示す。

（研究開始の理由と過程）

教授に昇進し、我々がそれまでに発見していた基礎的事象をさらに発展させるチャンス

だと思い、新しい反応にチャレンジした。（国立大学、教授、研究開始時年齢38歳）

研究室の磁気記録材料をめっきで開発するという基礎的研究を遂行している状況下で会

社からの開発委託があり、我々の基礎研究を元に応用開発研究をスタートさせた。（私立大

学、教授、研究開始時年齢52歳）

（異分野交流の事例）

応用物理出身のフォトニクスの研究を専門とする先生方との交流。（私立大学、教授、研

究開始時年齢35歳）

（受賞研究の内容）

本受賞の研究では①先ず欠陥が発生する機構を学術的に究明し、②応用物理学の専門家

とディスカッションをして、③高分子の材料メーカーに液晶界面配向材を作製してもらい、

そして④自分で無欠陥を検証し、特許取得、論文発表と、国際会議発表をしました。（国

立大学、教授、研究開始時年齢43歳）

ステップ制御エピタキシーと命名した高品質結晶成長技術を世界ではじめて確立した。

他機関ではこの材料の活用を絶望していたこともあり、自前の結晶を用いて幅広い研究で

常に世界の先端を進むことができた。（国立大学、教授、研究開始時年齢47歳）
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上記のケース分析については、サンプル数が少ないため一般化できないが、回答例に基

づいた示唆を考察することは可能だろう。

論文において、ノンチ一．ム対面コミュニケーション回数が少なくかつ外国語論文数の少

ない「少回少論タイプ」は、研究年齢開始時が20歳代で、助手として多くの仕事をこなし

ている事例があった。また、少数の論文であっても、インパクトのある論文を発表してい

る事例もあった。ノンチーム対面コミュニケーション回数が多くかつ外国語論文数の多い

「多回多論タイプ」は、他の研究組織との交流のもとで、これまでにない新しい研究領域

を開拓した事例が見つかった。海外の学会や他の分野の研究者との研究交流を出発点とし

て、フロンティア研究領域において多くの学術論文を発表した事例だといえるだろう。第1

章で示したように、論文が多く引用されるためには、研究者コミュニティにおいて「新し

い研究課題の提示」が重要であると考察できる。

ノンチーム対面コミュニケーション回数が少なくかつ実用化のない「少回実無タイプ」

は、理論研究等の基礎研究を実施した事例が目立った。基礎研究の中には実用化の可能性

が少なかった例もあったといえるだろう。また、ノンチーム対面コミュニケーション回数

が多くかつ実用化のある「多回実有タイプ」では、研究代表者が基礎研究と応用（開発）

研究をつなげる横断研究を目指している事例があった。大学の研究者が民間の研究者と共

同研究を組んだ場合もあった。基礎研究と応用（開発）研究を結びつけるためには、研究

チームだけでなく、ノンチームとの対面ディスカッションが重要になると考察できる。
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第4章　まとめ

1．受賞研究の特徴

受賞研究の特徴として、受賞研究のアイデアの情報源と大学院時代のトレーニングの重

要性を示すことができた。

まず、受賞研究のアイデアを出すために「これまでの自分の研究」を情報源としている

回答者が多かった。回答者533名に対して「受賞研究の主なアイデアにとって、どのよう

な情報が有効でしたか」と尋ねると、「これまでの自分の研究」と回答した人は、「とても

有効だった」と「ある程度有効だった」と合わせて94．7％に達した。次に「研究チーム内

の研究者による意見や情報」の比率は83．7％であった。続いて、「学術論文や図書」の比率

は79．7％となった。この結果、回答者は、これまでの自分の研究や研究チームの研究者に

よる意見や情報によって、研究のアイデアを出していた。

また、「受賞研究の主な『アイデア』や『発想』について、大学・大学院時代のトレーニ

ングが役に立ったことはありますか」と尋ねた。結果として、受賞研究のアイデアを出す

ために大学院（修士課程・博士課程）時代のトレーニングが役に立ったと答えた回答者は

全回答者の81．8％であった。また、修士卒・博士卒対象者448名の中で、トレーニングが

役に立ったと答えた回答者は89．3％であった。

特に、大学院（修士課程・博士課程）のトレーニングの特徴は、双方向のコミュニケー

ション（ディスカッション）の機会が多かったことである。「双方向のコミュニケーション

（ディスカッション）」とは小人数あるいはクラス全体の中で話し合いや議論を行うことで

ある。無回答を除いた回答者数は、小学校（522名）、中学校（523名）、高校・高専（518

名）、大学（学部）・短大（518名）、大学院修士課程（448名）、大学院博士課程（363名）

となった。「頻繁に双方向のディスカッションを受けた（週に数回）」回答者の比率は、大

学院の博士課程が最も高かった。次に修士課程、学部という順番になった。

先行研究において、国際級人材は、大学院において講義ではなく双方向のコミュニケー

ション（議論や対話を重視した演習・実験・レポート）で学んでいたと示していた。今回

の調査結果は、これまでの国際級人材のトレーニング過程を支持する結果となった。もち

ろん、国際級人材と受賞研究の研究者は同じだとはいえないが、科学技術の発展に貢献し

た研究者において、双方向のコミュニケーションのトレーニングが重要であると示唆でき

る。特に、国際級人材の研究では、定量データが必ずしも十分でなかったが、今回の調査

によって、受賞研究のアイデアに関連した大学院のトレーニングについて定量データを示

すことができたといえるだろう。
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2．コミュニケーションと研究成果

分析対象者における科研費の専門分野分類である「研究分科」について分析を行った。

その中で、研究分科全体と似た分布を示した大学という研究機関（組織）を抽出し、大学

において受賞研究を実施した回答者を分析対象とした。次に、分析のために一定の人数が

いる大学の理学工学領域の研究者（特に研究代表者）に焦点を当てた。結果として、大学

の理学工学領域におけるノンチーム対面コミュニケーション回数と研究成果（外国語論文

数と実用化）について分析を行った。

外国語論文を執筆した大学の理学工学領域の研究者において、ノンチーム対面コミュニ

ケーション回数は、外国語論文数との間に相関があった。その中で、研究代表者のノンチ

ーム対面コミュニケーション回数が多い場合、研究チームの外国語論文数の比率は大きか

った。また、研究代表者のノンチーム対面コミュニケーション回数が多い場合、研究チー

ムが実用化を実施した比率は高かった。さらに、チーム対面コミュニケーション回数が多

い場合、ノンチーム対面コミュニケーション回数が多かった。

今回の調査結果は、コミュニケーション回数（対面の話し合い回数）と研究成果（外国

語論文数と実用化の有無）の間には一定の相関があることを検証した。先行研究の分析に

おいて、科学技術の発明・発見についての定量分析が必ずしも十分に実施されていないこ

と、日本におけるコミュニケーションと研究成果との関連について分析が少ないこと、研

究者のコミュニケーションを示す指標が必ずしも明確でないこと、という課題を示した。

今回の調査は、発明・発見の定量分析については必ずしも十分とはいえない。たとえば、

研究成果（論文数や実用化の有無）は、科学技術の発明・発見と関連しているが、同じ指

標とはいえない。コミュニケーションの指標が、どのように科学技術の発明・発見や研究

成果に結びつくのかという課題は残っている。

その一方、大学の理学工学領域においてコミュニケーションと研究成果との間に一定の

相関があること、研究者のコミュニケーションの指標として、チーム対面コミュニケーシ

ョン回数やノンチーム対面コミュニケーション回数という分析指標を示すことができた。

コミュニケーションと研究成果の分析については、さらなる研究を必要とするが、少なく

とも大学の理学工学領域において一定の関連があったといえる。また、研究者の対面コミ

ュニケーション回数について、研究チームの研究者同士の話し合い（チーム対面コミュニ

ケーション）と研究チームでない研究者との話し合い（ノンチーム対面コミュニケーショ

ン）という分類を用いて分析を行った。この指標は今後の検討を要するが、今回の調査で

は分析指標の一つとして用いることができた。
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3．今後の課題

本研究の課題についてまとめる。まず、受賞研究のアイデアは、情報源やトレーニング

と関連があることを示したが、アイデアや発想がどのように科学技術の成果（論文、特許、

実用化）につながるのかという分析については今後の課題となる。また、ノンチーム対面

コミュニケーションの効果について、さらに詳細なメカニズムの検証を行うことが必要で

ある。今回の調査だけでコミュニケーションの効果が定まったわけでなく、専門領域や研

究組織等の異なる条件において分析を行う必要があるだろう。例えば、研究成果の指標に

おいて、論文数だけでなく、論文の引用件数との関連をみることによって、コミュニケー

ションの効果をさらに詳細に検証できるだろう。

このような研究課題はあるが、今回の研究によって、大学の理学工学領域において対面

コミュニケーション回数（話し合い回数）と研究成果（外国語論文数と実用化の有無）に

は一定の相関があることが判明した。今後も、コミュニケーションと研究成果とのつなが

りを明らかにし、科学技術政策の課題に応用することが必要だろう。
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資料　科学研究費補助金　専門分野分類表

系 分

野

分科 細 目 ・ 細 目

番号

総

A
l＝l

新

領

域

総

A
R

領

域

情報 学 情報 学基礎 100 1

ソフ トウエア 100 2

計算機 システム・ネ ット

ワーク

100 3

メデ ィア情 報学・データ 1004

系 ベ ース

知能情報 学 100 5

知蛍情報処理 ・知能ロボ

テ イクス

100 6

感 性情報 学・ソフ トコン

ピ ューテ ィング

100 7

図書館情 報学・人文社会

情 報学

100 8

認 知科学 100 9

統 計科学 10 10

生体生命情 報学 10 11

脳 神経科学 神経科学一般 1 10 1

神経解剖学 ・神経病理学 1 10 2

神経化学 ・神経薬理学 1 103

神経 ・筋肉生理学 1 104

融合基盤脳科学 1 105

融合脳計測科学 1 106

融合社会脳科学 1 107

実験動物学 実験動物学 12 0 1

人間医工学 医用生体工学 ・生体材料

学

13 0 1

医用シ ステム 1302

リハ ビリテー ション科

学 ・福祉 工学

1303

健康 ・スポ

ー ツ科学

身体教育学 14 0 1

スポー ツ科学 14 02

応用健康科学 140 3

生活科学 生活 科学一般 150 1

食 生活学 150 2

科 学教育・

教 育工学

科学教育 160 1

教 育工学 160 2

科学社会

学・科学技

術 史

科学社会学・科学技術 史 170 1

文化財科学 文化財科学 180 1

地理学 地理学 190 1

腫瘍学 発がん 19 51

腫瘍生物学 195 2

腫瘍免疫学 19 53

腫瘍診断学 19 54

臨床腫瘍学 19 55

がん疫学 ・予防 19 56

複

A
lコ

新

領

域

環境学 環境動態解析 20 0 1

環境影響評価 ・環境政策 20 02

放射線 ・化学物質影響科

学

20 03

環境技術 ・環境材料 20 04

ナ ノ・マ イ

クロ科学 ・

ナ ノ構造科学 2 10 1

ナ ノ材料 ・ナ ノバ イオサ

イエ ンス

2 102

マイクロ・ナ ノデバ イス 2 103

社会 ・安全 社会シ ステム 工学 ・安全 22 0 1

シ ステム科

学

システ ム

自然災 害科学 2 202

ゲ ノム科学 ゲノム生 物学 2 30 1

ゲ ノム医科学 2 302

システ ムゲノム科学 2 30 3

応 用ゲノム科 学 2 304

生物分 子科

学

生物分子科学 2 40 1

資源保 全学 資源保 全学 250 1

地域研 究 地域研究 26 01

ジ ェンダー ジ ェンダー 27 0 1
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人

文

社

会

系

人

文

学

哲学 哲 学・倫理学 2 80 1

中国哲学 2 802

印度哲学 ・仏教 学 2 803

宗教学 2 804

思想史 2 80 5

美学 ・美術史 2 806 －

芸術学 芸術学 ・芸術史 ・芸術 一

般

2 85 1

文学 日本文学 2 90 1

英米 ・英語 圏文学 2 902

ヨー ロッパ文学 （英文学

を除く ）

2 90 3

各 国文学 ・文学論 2 904

言語学 言語学 3 00 1

日本語学 3 002

英語学 3 003

日本語教育 30 04

外 国語教育 30 05

史学 史学一般 3 10 1

日本史 3 102

東洋史 3 103

西洋史 3 104

考古学 3 105

人文地理学 人文地理学 32 01

文化人類学 文化人類学 ・民俗学 33 01

社

会

科

学

法学 基礎法学 340 1

公法学 340 2

国際法学 340 3

社 会法学 340 4

刑事 法学 3 40 5

民事 法学 3 40 6

新領域法学 34 0 7

政治学 政治 学 3 50 1

国際 関係論 3 50 2

経済学 理論経済学 36 0 1

経済学説 ・経済恩恵 36 02

経 済統 計学 360 3

応 用経 済学 3604‾

経 済政 策 360 5

財政 学・金融論 360 6

経 済史 360 7

経 営学 経 営学 3 70 1

商 学 3702

会計 学 3 70 3

社 会学 社 会学 380 1

社 会福祉 学 380 2

心理 学 杜会心理 学 390 1

教 育心理 学 390 2

臨床心 理学 3 90 3

実験心理 学 3904

教 育学 教 育学 4 00 1

教 育社 会学 4 002

教科教 育学 4 00 3

特殊支援教 育 4 004

理

工

系

敷

物

系

科

学

数 学 代数学 4 10 1

幾何学 4 102

数学 一般 （含確率論 ・統

計数学 ）

4 103

基礎解析学 4 104

大域解析学 4 105

天文学 天文学 42 0 1

物理学 素粒子・原子核・宇宙線・ 4 30 1

イ
宇宙物理

物性I 43 02

物性II サ3 03

数理物理 ・物性基礎 43 04

原子 ・分子 ・量子エ レク

トロニクス

43 05

生物物理 ・化学物理 4 30 6

地球惑星科

学

固体 地球惑星物理学 4 40 1

気 象・海洋 物理 ・陸水 学 4 40 2

産 高層物理 学 44 0 3

72



地質学 44 04

層位 ・古生物学 44 05

岩石 ・鉱物 ・鉱床学 44 06

地球宇 宙化学 44 07

プラズマ科学 プラズ マ科学 45 0 1

化

学

基礎化学 物理化学 46 0 1

有機化学 46 02

無機化学 46 03

複合化学 分析化学 47 0 1

合成化学 47 02

高分子化学 47 03

機能物菓化学 47 04

環境 関連化学 47 05

生体 関連化学 47 06

材料化学 機能材料 ・デバイス 4 8 0 1

有 機工業材料 4 8 02

無機工業材料 4 8 03

高分子 ・繊維材料 48 04

工

学

応用物理学

・工学基礎

応用物性 ・結 晶工学 4 9 0 1

薄膜 ・表面界面物性 4 9 02

応用光学 ・量子光工学 49 03

応用物理学一般 49 04

工学基礎 49 05

機械工学 機械材料 ・材料力学 50 0 1

生産工学 ・加工学 50 02

設計工学 ・機械機能要

素 ・ トラ イボ ロジー

50 03

流体工学 50 04

熱工学 50 05

機械力学 ・制御 50 06

知能機械学 ・機械シ ステ

ム

50 07

電気電子工 電力工学 ・電力変換 ・電 5 10 1

学 気機器

電子 ・電気材料工学 5 102

電子デバ イス ・電子機器 5 103

通信 ・ネ ットワーク工学 5 104

システム工学 5 10 5

計測工学 5 10 6

制御 工学 5 10 7

土木工学 土木材 料・施 行・建 設マ

ネジメン ト

5 20 1

構造 工学・地震工学 ・維

持管理 工学

5 20 2

地盤 工学 52 0 3

水工学 52 04

土木計 画学 ・交通 工学 52 0 5

土木環境 システム 52 06

建築学 建築構造 ・材料 5 30 1

建築環境 ・設備 5 302

都市計画 ・建築計画 5 30 3

建築史 ・意 匠 5 304

材料 工学 金属物性 54 0 1

無機材料 ・物性 54 02

複合材料 ・物性 54 0 3

構造 ・機能材料 54 04

材料加 工・処理 54 0 5

金属 生産 工学 54 0 6

プロセ ス工 化工物 性・移動操作 ・阜 5 50 1

学 位操作

反応 工学・プロセスシス

テム

5 50 2

触媒 ・資源化 学プロセス 5 50 3

生物機 能・バ イオプロセ

ス

5 504

総合 工学 航 空宇 宙工学 5 60 1

船舶海洋 工学 5 60 2

地球 ・資源 システム工学 5 60 3

リサイクル工学 5 60 4

核融合 学 560 5

原子力学 560 6

エネルギー学 5 60 7
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生

物

系

生

物

学

基 礎生物学 遺伝・ゲノム動態 57 01

生態・環境 57 02

植物分子生物 ・生理学 57 03

形態 ・構造 57 04

動物生理 ・行勤 57 05

生物多様性 ・分類 57 06

生物科学 構造生物化学 58 0 1

機能生物化学 58 02

生物物理学 5 803

分子生物学 5 804

細胞生物学 5 805

発生生物学 5 806

進化生物学 5 807

人類学 自然人類学 5 90 1

応用人類学 5 902

農

学

農学 育種学 6 00 1

作物学 ・雑草学 6 002

園芸学 ・造 園学 6 00 3

植物病理学 6 004

応用昆虫学 6 00 5

農芸化学 植物栄養学 ・土壌学 6 10 1

応用徴生物学 6 102

応用生物化学 6 10 3

生物生産化学 ・生物有機

化学

6 104

食 品科学 6 105

森林学 森林科学 6 20 1

木質科学 62 02

水産学 水産学 一般 6 30 1

水産化学 6 302

農業経済学 農業経済学 64 0 1

農業工学 農業土木学 ・農村計画学 6 50 1

農業環境工学 6 502

農業情報工学 6 503

畜産学 ・椒 畜産学 ・革地学 66 0 1

医学 応用勤物科学 66 02

基礎椒医学 ・基礎畜産学 66 03

応用椒医学 66 04

臨床獣医学 、66 05

境界農学 環境農学 67 0 1

応用分 子細胞生物学 6 702

医

歯

薬

学

薬学 化学系薬学 6 80 1

物理系薬学 6 802

生物系薬学 6 803

創薬化 学 6 804

環境系薬学 6 805

医療系薬学 6 806

基礎 医学 解剖学 一般 （含組織 学・

発生 学 ）

6 90 1

生理 学一般 6 90 2

環境 生理学 （含体 力医

学・栄養 生理学 ）

6 90 3

薬理 学一般 6 904

医化 学一般 6 90 5

病態 医化学 6 90 6

人類遺 伝学 6 90 7

人体病 理学 6 90 8

実験 病理学 6 90 9

寄生虫学（含衛生動物学） 6 9 10

細菌 学 （含 真菌学 ） 6 9 11

ウ イルス学 6 9 12

免疫 学 6 9 13

境界 医学 医療 社会学 7 00 1

応用薬理学 7 00 2

病態検 査学 7 00 3

社会 医学 衛生 学 7 10 1

公衆衛 生学 ・健康科 学 7 10 2

法 医学 7 10 3

内科系 臨床

医学

内科学 一般（含心身医学） 7 20 1

消化器 内科学 7 202

循環器 内科学 7 203
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呼吸器内科学 720 4

腎腐内科学 720 5

神経内科学 720 6

代謝学 7 20 7

内分泌学 7 20 8

血液内科学 720 9

膠 原病・ア レルギー内科

学

72 10

感染症内科学 7 2 11

小児科学 72 12

胎児 ・新生児医学 7 2 13

皮 膚科学 7 2 14

精 神神経 科学 7 2 15

放射線科学 7 2 16

外科 系臨床

医学

外科 学一般 7 30 1

消化器外科 学 7 30 2

胸 部外科 学 7 30 3

脳 神経外科 学 7 304

整 形外科学 7 30 5

麻酔 ・蘇生学 7 30 6

泌 尿器科学 7 30 7

産婦人科学 7 30 8

耳鼻 咽喉科学 7 30 9

眼科学 73 10

小児 外科 学 7 3 11

形 成外科学 7 3 12°

救急 医学 7 3 13

歯学 形態 系基 礎歯科 学 74 0 1

機 能系基礎 歯科学 7 40 2

病態 科学系歯学・歯科放

射 線学

7 40 3

保存 治療系 歯学 74 04

補綴 系歯学 7 40 5

歯科 医用工学・再生歯学 7 40 6

外科 系歯学 740 7

矯 正・小児 系歯学 74 0 8

歯周 治療 系歯学 7 40 9

社 会系歯学 7 4 10

看護 学 基礎 看護 学 7 50 1

臨床 看護学 7 50 2

生涯 発達 看護 学 7 50 3

地域・老年看護 学 7 50 4
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資料　調査票

科学の発明・発見の要因に関する調査

文部科学省科学技術政策研究所

我が国の科学技術の発展や国際競争力の維持・強化のために、創造性豊かで国際的なリーダー

シップを発揮できる優れた研究者を育成する必要が高まっています。中でも、科学技補の発明・

発見がどのようになされるのかという課題があり、実態の解明が求められています。その一方、

科学技補の発明・発見についての分析モデルや定量データが必ずしも十分でないのが現状です。

そのため、科学技術政策研究所では、日本の科学技術の発明・発見の現状や関連要因を理解する

ために、科学技術分野の文部科学大臣表彰や科学技術庁長官賞の受賞者およびナイスステップな

研究者の披選定者を対象に、標記の閑萱を実施することになりました。受賞もしくは披選定の対

象となった研究（以下、受賞研究）は発明・発見の成果を備えていると考えられるため、「受賞

研究」や実施した「研究チーム」がどのような特徴をもち、どのようにして科学技術の発明・発

見につながったのかという実態を明らかにすることを目指しますき本喝重の結果につきまして

は、優れた賃貸や能力を有する人材の育成や科学技術の発明・発見を促す支援環境のあり方を検

討するための蕃礎資料として活用していく所存です。

お忙しいことと存じますが、アンケート網査の貸間にお答えくだきるようにお辟い申し上げま

すこ

（注）ナイスステップな研究者は、賞・表彰ではなく、研究者として選定されるため、上記では「披選定者」と

いう言葉遣いをしていますが、以下において便宜上r受賞」という単語で統一して表現することとします。

アンケ‾卜旧人欄：　＝

パスワード入力梱：　　L」

アンケートに進むfSSL対応）

アンケートに進む（SSL非対応）

ミSLTrニてアンケート正直亡、芙示されない軍書、
§軋非対応からアンケートにお答えください
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科学の発明・発見の要因に関する調査

ql．受賞の「表彰種別」について、当てはまるものを選んでください複数選択河

口1．科学技術分野の文部科学大臣表彰（科学技術賞開発部門）

□2．科学技術分野の文部科学大臣表彰（科学技術賞研究部門）

⊂3．科学技術分野の文部科学大臣表彰（若手科学者賞）

□4．科学技術庁長官賞表彰（科学技術功労者）

コ5．科学技術庁長官賞表彰（研究功績者）

□＆　ナイスステップな研究者（研究部門）

□7．ナイスステップな研究者（プロジェクト部門等）

q2．筆豊軋たのは、絢轟ですか。科学技術分野の来部科学大臣表彰とナイスステップな研究者
は、前者の年を記入してください

西暦E：ヨ年

q3．受賞研兜に善事したのは、何年頂ですか
「受賞研究」とは、研究費金を受けて受賞成果につながった研究プロジェクトをいいます

西暦E：：≡】年

q4．受賞研究の期間は、何靭まどですか

受賞研究の期間とは、資金に基づき研究を開始した時より、受賞研究の主な成果（特許や論文）が発表されるまでの期間
をいいます

01年～4年

05～9年

010年～14年

015年～19年

020年以上

q5．受賞成果に関する特許（実用新案は除く）は何件ありますか。外国（PCTを含む）ノの場合、周一の発明に閲する
外国出藻をまとめて一件として数えてください

1・出願中のもの　　国内E≡ヨ件　国外匠≡：ヨ件

2・登録済みのもの　国内に＝ヨ件　国外旺＝コ件

q6．受賞成果に関する学術論カ約本ありますからただし、学術論文とは、学術誌等に発表さ漁た審査論文に慣！
ます。また、共著論文も含むものとします

日本車m本（うち共著論文E≡】本）

姻域＝ヨ本（うち共著詣或：：コ本）
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01．実用化された

02．実用化を目指した取り組みはあるが、まだ実用化されていない

蜜す嶺

01．基礎研究

02．応用研尭

03．開発研尭

01千万円束瀬

01千万円以上一之千万円未満

02千万円以上～5千万円束満

05千万円～1億円未満

01億円～5億円未満

05億円以上～10億円束満

010億円以上～15億円未満

015億円以上～20億円未満

020億円以上
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（研爽キャリアの時槻）

潮激抱

く受賞研究の書例）
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h
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鼠
　
亀

0
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0

　

0

鵬
的
軸

□1．日分の発想

ロ2．部下の発想

ロコ．自分の発楓に組車内の研史書の発想を組み合わせた

ロ4．日分の環濠に他組鱒の研来者の発想を組み合わせた

05．他組織の研究書から発議を導入した

【園内】

□1．国公立大学

口2．：私立大学

□1．公的研爽機間く国公立研究機堰や独立行政法人等）

□4．島間企糞や民間研究後璃

□5．財団法人

□6．その他

【海外舶】

ロ7．：米国

08．　英司

□9．　フランス
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01．　中学卒

02．．高校・高書卒

03．　書庫学校卒

04．　短大卒

05，国内大学卒

05．　国内大学陳鯵士卒

07．国内大学瞭博士卒

08．　海外大学卒

09．　海外大学椀條士卒

010．海外大学院博士卒

賛意鴫の新車後嶋
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